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はじめに
今日，少子高齢社会の到来，産業・経済の構造的変化や雇用の多様化・流動化等を背景

として，将来への不透明さが増幅するとともに，就職・進学を問わず子どもたちの進路を

めぐる環境は大きく変化している。こうした中，子どもたちが「生きる力」を身に付け，

社会の激しい変化に流されることなく，それぞれが直面するであろう様々な課題に柔軟に

かつたくましく対応し，社会人・職業人として自立していくことができるようにする教育

の推進が強く求められている。

一方，これまでの学校教育の在り方については，学校における取組がともすれば「生き

ること」や「働くこと」と疎遠になる傾向があったのではないか，あるいは，子どもたち

が社会人・職業人として基礎的・基本的な資質・能力を身に付けるための取組が十分展開

されてこなかったのではないか，さらには，自らの生き方を探求したり主体的に進路を選

択決定したりできるようにするための取組が十全に機能していないのではないかといった

懸念が，各方面から繰り返し指摘されてきたところである。

人材育成が日本の根幹を支えるものであるということを踏まえ，教育が何をなさねばな

らないかを考えるとき，改めて「キャリア教育」の視点から我が国の教育の在り方を見直

す必要があろう。それは，今，まさに求められている，子どもたちの「生きる力」をはぐ

くむ教育を推進していくことに他ならない。本協力者会議のテーマである「キャリア教育

の推進」のねらいとするところは，大きくはこのような課題を克服していくことにある。

「キャリア教育」は，１９７０年代初頭からアメリカにおいて，直面する激しい社会の

変化や学校から職業への移行にかかる様々な課題に対応するため推進され，その後，我が

「 」 。 ，「 」国の 進路指導 の充実・改善に少なからず影響を与えてきた しかし キャリア教育

とは何かということについては，教育関係者の間においても，必ずしも明確な共通理解が

なされていない状況があることも事実である。その背景には「キャリア」及び「キャリア

教育」という概念が，本来，極めて包括的なものであること，また，現在，既に，これら

， ，の用語が広く流布しているにもかかわらず その意味付けや受け止め方が多様であること

さらに，学校教育においては，従来から「進路指導」や「職業教育」などが展開されてい

ることなどが考えられる。

このため，本協力者会議では，これらの多様な受け止め方や「進路指導 「職業教育」」，

との対比の中で「キャリア教育」の概念を整理し，できるだけ明確に示すことができるよ

うに留意した 「キャリア教育」の意味付けや解釈が多様であるとはいえ，学校教育にお。

いて「キャリア教育」を推進していく際には，学習指導要領の趣旨等を踏まえ，関係者が

「キャリア教育」の目標や趣旨等について適切な意味付けや解釈を共有することが必要と

されるからである。

キャリアの形成には一人一人の成長・発達や諸経験が総合的にかかわってくる。このた

め 「キャリア教育」が行われる場や機会についても，学校教育だけでなく家庭教育や社，

会教育，各職場などでの研修等を含む幅広いものであることはもちろん，その時期につい

ても，小・中・高等学校，大学等の学校段階にとどまらず，卒業後の職業生活や社会生活
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を通し，生涯にわたって展開される必要があることは言うまでもない。

本協力者会議では，このような「キャリア教育」の持つ大きな広がりを視野に入れなが

ら，子どもたちの成長・発達や進路を取り巻く今日の新たな状況を踏まえ，生涯にわたる

キャリアを形成していく基盤を培う場として特に重要な意味を持つ，初等中等教育におけ

る「キャリア教育」の基本的な方向等について総合的に検討・審議した。

本協力者会議の報告は，学校や教育関係者等における「キャリア教育」推進の指針とな

。 ， ， ，る提言である 国 各教育委員会や学校等において 関係者が本報告の趣旨を十分踏まえ

「キャリア教育」に関する取組の振興・充実を図ることを期待したい。
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第１章 キャリア教育が求められる背景
文部科学行政関連の審議会報告等において 「キャリア教育」という文言が登場したの，

は，平成１１年１２月の中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善に

ついて （以下「接続答申」という ）が初めてである。」 。

同審議会の基本テーマは，答申の名称が示すとおり，学校種間における接続をいかに改

善するかに置かれていたが，加えて，学校教育の最終段階における接続，つまり 「学校，

教育と職業生活との接続」の改善も視野に入れられることになった。それは，当時既に，

若者のフリーター志向の広がりや無業者の増加，高水準で推移する就職後の早期離職等，

「学校から職業への移行」にかかる課題は深刻なものとなっており，学校教育における接

続の改善を図るに当たっては，卒業後の職業生活を視野に入れた接続全体の在り方を検討

する必要があったからである 「キャリア教育」の推進は，このような流れの中で，第一。

義的には 「学校教育と職業生活との接続」の改善，言い換えれば「学校から職業への移，

行」にかかる課題を克服する観点から要請されたのである。

「 」 「 」 ， 「 」 ，こうした 接続 ないし 移行 といった いわゆる 出口 にかかる課題の背景には

職業選択をめぐる急激な環境の変化に加え，社会の成熟化や生活環境の変化等により，子

どもたちの生活・意識が変容してきていることなど，極めて広範かつ根深い要因が存在し

ている。特に，近年の社会・生活環境の加速度的な変化が子どもたちの社会的発達に及ぼ

す影響は極めて大きい 「接続答申」においては，こうしたことを踏まえ 「小学校段階。 ，

からの発達段階に応じたキャリア教育の推進」が提唱されている。

その意味で 「接続答申」における「キャリア教育」の推進は，こうした「接続 ・ 移， 」「

行」にかかる課題と子どもたちの変容を前にして，教育は何ができるのか，何をなさねば

ならないのかという，教育の在り方についての包括的な提言であったと言うことができよ

う。

１ 学校から社会への移行をめぐる様々な課題

○ 経済のグローバル化が進展し，コスト削減や経営の合理化が進む中，雇用形態等も

変化し，求人の著しい減少，求職と求人の不適合が拡大している。

○ 若者の勤労観，職業観の未熟さ，職業人としての基礎的資質・能力の低下等が指摘

されている。

(1) 就職・就業をめぐる環境の激変

今日の厳しい経済情勢や産業・経済及び雇用の構造的変化等に伴って 「学校教育と職，

業生活との接続」ないし「学校から職業への移行」は，量的にも質的にも極めて困難な局

面を迎えている。

その第１は，就職・就業をめぐる環境が激変したことである。経済のグローバル化が著

， ，しく進展し激しい競争を強いられる中 企業はコスト削減や経営の合理化を余儀なくされ

製造部門の海外移転をはじめ，営業・販売部門等の再構築や，それに伴う雇用調整等を進
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めている。また，職業人に求められる資質や能力も大きく変化し，採用においては，即戦

力志向の高まりや業務の高度化に伴って，経験者採用や中途採用，さらには，外部委託等

の比重が高まるとともに，定型的業務については，正規雇用から一時的・非正規雇用（ア

ルバイトやパート等）への切り替えが，広い範囲にわたって進められている。

このような動きに伴い，中学校・高等学校・大学を問わず，求人は著しく減少するとと

もに，求職希望と求人希望との不適合が拡大し，新規学卒者の職業生活への移行に様々な

問題を投げかけている。また，終身雇用や年功序列型賃金に象徴される従来型の雇用慣行

が見直される中，若者にとって，将来の生活や社会人・職業人としての生き方を描くこと

が，かつてなく難しくなっていると考えられる。

(2) 若者自身の資質等をめぐる課題

第２に，若者の勤労観，職業観や職業人としての基礎的・基本的な資質・能力をめぐる

課題である。働くことへの関心，意欲，態度，目的意識，責任感，意志等，広い意味での

勤労観，職業観の未熟さをはじめ，コミュニケーション能力や対人関係能力，基本的マナ

ー等，職業人としての基礎的資質・能力の低下を指摘する声は，これまでになく大きく厳

しい。

若者の資質等にかかるこのような課題は，決して今に始まったわけではなく，程度の差

はあるものの，過去から様々に指摘されてきた問題である。しかし，かつてのように従業

員の確保が最優先され，若者への求人が数多くあった時代にあっては，企業は長期的視野

に立って教育・訓練することに意を用いてきたことなどから，若者の資質が大きな社会的

関心事となったり，厳しい批判の対象となったりすることは少なかったのである。

， ， 。今日 産業・経済社会は激しく変化するとともに 極めて厳しい経済状況が続いている

そうした中，若者の意識や資質にかかる課題は，学校から職業への移行をめぐる大きな社

会的課題として一挙に露呈し顕在化したと考えられる。上記の厳しい指摘は，こうした事

情を如実に物語っていると言えよう。

年齢別人口構成から見れば，近い将来，若年労働力が逼迫する事態も予測される。しか

し，産業・経済社会の構造的変化が一層進む中，若者の意識や資質の向上がない限り，学

校から職業への移行は依然として楽観を許されない状況が続くと考えなければならない。

長年にわたって指摘され続けているこうした課題を克服するために，学校教育において

これまで真摯な取組がどの程度行われてきたのか，また，今後，教育の在り方をどのよう

に変えていくのかが厳しく問われていることを深く認識し，新たな対応を検討することが

求められる。

さらに，このような課題は，そのすべてを若者の努力や責任に帰すべきものではないこ

とにも十分留意しておく必要がある。フリーター志向の広がりや早期離職等も，今日の経

済状況や労働市場の変化と深くかかわっており，これらをどう評価するかについては難し

い側面がある 「接続」や「移行」にかかる問題を検討するに当たっては，若者と教育の。

在り方との関連とともに，社会全体の動きとの関連を視野に入れ，複合的・多面的に見て

いく必要がある。
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２ 子どもたちの生活・意識の変容

○ 精神的・社会的自立が遅れ，人間関係を築くことができない，進路を選ぼうとしな

いなどの子どもたちが増えつつあることが指摘されている。

， ，○ 高等教育機関への進学割合の上昇等に伴い いわゆるモラトリアム傾向が強くなり

， 「 」進学も就職もしようとしなかったり 進路意識や目的意識が希薄なまま とりあえず

進学したりする若者の増加が指摘されている。

(1) 子どもたちの成長・発達上の課題

子どもたちの成長・発達をめぐっては，身体的には早熟傾向があるにもかかわらず精神

的・社会的自立が遅れる傾向にあること等が，各方面から指摘されている。また，最近で

は，遊びや消費活動，情報活用能力等における早熟化が進む反面，生産活動や社会性等に

未熟さが見られるなど，発達上の課題が一層顕著になっていることが指摘されている。

この背景には，幼少期からの様々な直接体験の機会や異年齢者との交流の場が乏しくな

ったこと，豊かで成熟した社会にあって人々の価値観や生き方が多様化したことなどが考

えられ，そのことが自己や他者及び身の回りの環境等への関心や勤労観，職業観の形成・

確立など，子どもたちの発達課題の達成を困難にしていると考えられる。

また，子どもたちは，自らの成長・発達を支える上で不可欠な「社会の現実」や異年齢

者等との多様で幅広い人間関係を得ることができず，モデルとすべき生き方を見つけにく

い状況に置かれている。このことは，不登校をはじめとする生徒指導上の様々な課題とも

無縁ではない。

各種報告等では，人間関係をうまく築くことができない，自分で意思決定できない，自

己肯定感を持てない，将来に希望を持つことができない，進路を選ぼうとしない等々とい

った子どもたちが増えつつあることが指摘されているが，これらは子どもたちの成長・発

達上の課題が相当に根深く深刻なものであることをうかがわせるものであろう。

しかし，その一方，働くことや生きることに対する子どもたちの関心や意欲は低下して

おらず，潜在的な資質・能力が高いことを裏付ける事例も少なからず見受けられる。適切

な機会や場が提供され，指導内容や方法等に工夫がなされれば，子どもたちの豊かな可能

性は，予想以上に大きく開かれるに違いない。

これからの教育においては，子どもたちが置かれている今日の状況をしっかりと認識す

るとともに，目の前にいる子どもたちの実像を見極め，子どもたちの成長と発達をどのよ

うに支え促していくのかという視点に立って，きめ細かな温かい取組を展開していくこと

が強く求められる。

(2) 高学歴社会におけるモラトリアム傾向

， ， 。子どもたちの発達の変容は 少子高齢社会 高学歴社会の到来とも深くかかわっている

近年，少子化や家庭の経済的ゆとりの増大，高学歴志向等を背景として，大学，短大，

専門学校等の高等教育機関に進学する者の割合は著しく上昇してきた。そうした動きに伴
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って，若者が職業について考えたり選択・決定したりすることを先送りする傾向，いわゆ

るモラトリアム傾向が強くなり，進学も就職もしようとしなかったり，進路意識や目的意

「 」 。識が希薄なまま とりあえず 進学したりする若者が増加していることが指摘されている

成熟した社会にあって，多くの若者が高等教育を志向することは，必然的な流れとも言

えるものであるが，そうした高等教育は卒業後の進路や職業への系統的準備の教育を含ん

だものであることによって十全なものとなり得る。しかし，現状は必ずしもそうなってお

らず，また，高等学校，大学双方において，こうした視点に立った改善の取組はあまり進

んでいないことも事実であろう。安易な高学歴志向やモラトリアム傾向は，それを許容す

る学校教育の在り方に内在する問題でもあることを踏まえ，今後，この面での取組を飛躍

的に強化していくことが求められる。

なお，高学歴志向やモラトリアム傾向の背景には，この要因のほか，保護者自身に，と

りあえず進学させさえすればという意識が強かったり，必要以上に長期にわたっての子ど

もの経済的依存を許容したりして，若者の自立を阻害していることなどが考えられる。保

， 。護者の意識や養育態度の在り方も 今後の大きな検討課題であることを提起しておきたい

これらの課題は，社会の成熟化や生活環境の変化等によって，必然的にもたらされるも

のという側面を持っている。しかし，それは同時に，そうした側面に気付きながら，子ど

もたちへの適切で有効な働きかけを十分行ってこなかった大人社会の在り方やその責任が

問われる問題でもある。

激しい社会変化に伴う「接続」や「移行」をめぐる環境は激変し，これと並行して子ど

もたちの発達上の課題が顕著になってきている。このような状況を踏まえ，今，教育をど

のような方向に変革していけばいいのか。また，そのことを通して，２１世紀の変化の激

しい流動的な社会を力強く生きていくために必要な資質や能力をどう育成していくのか。

キャリア教育には 「生きる力」を身に付けるという時代の要請に応えていく重要な役割，

が期待されている。
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第２章 キャリア教育の意義と内容

１ 「キャリア」をどうとらえるか

○ 「キャリア」の解釈・意味付けは，極めて多様であり，また，時代の変遷とともに

変化してきている。

○ 本協力者会議では 「キャリア」を「個々人が生涯にわたって遂行する様々な立場，

や役割の連鎖及びその過程における自己と働くこととの関係付けや価値付けの累積」

としてとらえている。

「キャリア」は，一般に，個々人がたどる行路や足跡，経歴，あるいは，特別な訓練を

要する職業，職業上の出世や成功，生涯の仕事等を示す用語として用いられている。その

解釈・意味付けは，取り上げられるテーマ，それぞれの主張や立場，用いられる場面等に

よって極めて多様であり，また，時代の変遷とともに変化してきている。

このことが 「キャリア教育」について相異なる様々な見解を生む大きな要因の一つに，

なっていると考えられる。そこで，まず 「キャリア」をどうとらえるのか，その概念を，

明確にしておきたい。

「キャリア」の用いられ方は多様であるが，多様な中にも共通する概念と意味がある。

それは 「キャリア」が 「個人」と「働くこと」との関係の上に成立する概念であり，， ，

。 ，「 」 ， ，個人から独立して存在し得ないということである また 働くこと については 今日

職業生活以外にも，ボランティアや趣味などの多様な活動があることなどから，個人がそ

の職業生活，家庭生活，市民生活等の全生活の中で経験する様々な立場や役割を遂行する

活動として幅広くとらえる必要がある。

こうしたことを踏まえ，本協力者会議では 「キャリア」を 「個々人が生涯にわたっ， ，

て遂行する様々な立場や役割の連鎖及びその過程における自己と働くこととの関係付けや

価値付けの累積」としてとらえている。

２ キャリア教育の定義

○ 本協力者会議においては 「キャリア教育」を 「キャリア」概念に基づき「児童， ，

生徒一人一人のキャリア発達を支援し，それぞれにふさわしいキャリアを形成してい

くために必要な意欲・態度や能力を育てる教育」ととらえ，端的には 「児童生徒一，

人一人の勤労観，職業観を育てる教育」とした。

「キャリア教育」とは何かを端的に言えば 「児童生徒一人一人の勤労観，職業観を育，

てる教育」である 「接続答申」では 「望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識。 ，

や技能を身に付けさせるとともに，自己の個性を理解し，主体的に進路を選択する能力・

態度を育てる教育」としている 「キャリア」は，生活や人生の中で，どのように「働く。
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こと」を意味付けていくかという，人それぞれの生き方や価値観，勤労観，職業観などと

深く結びつきながら，また，具体的な職業や職場などの選択・決定やその過程での諸経験

， ， 。「 」を通して 個々人が時間をかけて徐々に積み上げ 創造していくものである キャリア

の形成にとって重要なのは，個々人が自分なりの確固とした勤労観，職業観を持ち，自ら

の責任で「キャリア」を選択・決定していくことができるよう必要な能力・態度を身につ

けていくことにある。とりわけ，初等中等教育段階では，キャリアが子どもたちの発達段

階やその発達課題の達成と深くかかわりながら段階を追って発達していくこと，つまり，

「キャリア発達」を支援していくことが重要となる。このことを踏まえ，本協力者会議に

おいては 「キャリア教育」を「キャリア概念」に基づいて「児童生徒一人一人のキャリ，

ア発達を支援し，それぞれにふさわしいキャリアを形成していくために必要な意欲・態度

や能力を育てる教育」ととらえている。

３ キャリア教育の意義

○ キャリア教育は，一人一人のキャリア発達や個としての自立を促す視点から，従来

， 。の教育の在り方を幅広く見直し 改革していくための理念と方向性を示すものである

○ キャリア教育は，キャリアが子どもたちの発達段階やその発達課題の達成と深くか

かわりながら段階を追って発達していくことを踏まえ，子どもたちの全人的な成長・

発達を促す視点に立った取組を積極的に進めることである。

○ キャリア教育は，子どもたちのキャリア発達を支援する観点に立って，各領域の関

連する諸活動を体系化し計画的，組織的に実施することができるよう，各学校が教育

課程編成の在り方を見直していくことである。

(1) 教育改革の理念と方向性を示すキャリア教育

キャリア教育を理解し，進める上で重視すべき第１は，キャリア教育が，一人一人のキ

ャリア発達や個としての自立を促す視点から，従来の教育の在り方を幅広く見直し，改革

していくための理念と方向性を示すものであるということである。

今教育に求められているのは，今日の子どもたちを取り巻く環境や子どもたち自身の姿

から，改めてその発達課題を明らかにし，一人一人がその課題の達成を通して，将来，社

会人・職業人として自立していくために必要な能力や態度を身に付けることである。

いわゆる「知 ・ 徳 ・ 体」の発達という観点から見れば，その調和のとれた発達が」「 」「

キャリアを形成していく重要な基盤であることは言うまでもない。キャリア教育において

は，これらの発達を支援することに加え，子どもたちが身に付けた能力や態度を，自己の

現在及び将来の選択や生き方にどのように生かしていくかという，これまでの教育では視

野に入れられることの少なかった視点に立って学校教育の在り方を改善していくことが求

められるのである。
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(2) 子どもたちの「発達」を支援するキャリア教育

キャリア教育を理解し，進める上で重視すべき第２は，キャリアが子どもたちの発達段

階やその発達課題の達成と深くかかわりながら段階を追って発達していくことを踏まえ，

子どもたちの全人的な成長・発達を支援する視点に立った取組を積極的に進めていくとい

うことである。

学校教育では，教科指導等は子どもたちの発達段階に応じて展開されている。しかし，

これらの学習の成果を生きることや働くこととの関連において統合させたり，発達段階に

応じて一人一人の発達を支援するという点では，必ずしも十分に意識されて取り組まれて

きたとは言い難い面がある。また，時代の進展とともに学校のみならず社会全体にそうし

た場や機会が乏しくなってきたことは既に述べたとおりである。

人間の成長・発達の過程には，いくつかの段階（節目）と各段階で取り組まなければな

らない発達課題があるが，これをキャリア発達の視点から見れば，学校段階別に図１のよ

。 ， ， ， ，うな段階と課題が考えられる また こうした発達には 自己理解 進路への関心・意欲

勤労観，職業観，職業や進路先についての知識や情報，進路選択や意思決定能力，職業生

活にかかる習慣や行動様式及び必要な技術・技能などといった様々な側面が考えられる。

図１ 学校段階別に見た職業的（進路）発達段階，職業的（進路）発達課題

小 学 校 段 階 中 学 校 段 階 高 等 学 校 段 階

＜ 職 業 的 （ 進 路 ） 発 達 段 階 ＞

進路の探索・選択にかかる 現実的探索と暫定的選択の 現実的探索・試行と社会
基盤形成の時期 時期 的移行準備の時期

＜ 職 業 的 （ 進 路 ） 発 達 課 題 ＞

・自己及び他者への積極的 ・肯定的自己理解と自己有 ・自己理解の深化と自己
関心の形成・発展 用感の獲得 受容

・身のまわりの仕事や環境 ・興味・関心等に基づく職 ・選択基準としての職業
への関心・意欲の向上 業観・勤労観の形成 観・勤労観の確立

・夢や希望，憧れる自己イ ・進路計画の立案と暫定的 ・将来設計の立案と社会
メージの獲得 選択 的移行の準備

・勤労を重んじ目標に向か ・生き方や進路に関する現 ・進路の現実吟味と試行
って努力する態度の形成 実的探索 的参加

（国立教育政策研究所生徒指導研究センター「児童生徒の職業観・勤労観を育む教育の推進について」から）

キャリア教育は，学校教育の実情を踏まえるとともに，一人一人のキャリアが多様な側

面を持ちながら段階を追って発達していくことを改めて深く認識し，子どもたちがそれぞ

れの発達段階に応じ，自己と働くこととを適切に関係付け，各発達段階における発達課題

を達成できるよう，意図的，継続的な取組を展開するところにその特質がある。

(3) 教育課程の改善を促すキャリア教育

キャリア教育を理解し，進める上で重視すべき第３は，子どもたちのキャリア発達を支

援する観点に立って，各領域の関連する諸活動を体系化し計画的，組織的に実施すること

ができるよう，各学校が教育課程編成の在り方を見直していく必要があるということである。



*1 職業教育： 産業教育」という表現が用いられる場合も多いが、これは「職業教育」と同じ意「

味であり、本報告では 「職業教育」で表記を統一している。、
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従来，進路指導を中心とする学校教育の取組において，発達課題の達成を支援する系統

的な指導・援助といった意識や観点が希薄であったり，実践を通した指導方法の蓄積が少

なかったりしたことなどから，取組が全体として脈絡や関連性に乏しく，多様な活動の寄

せ集めになってしまいがちとなり，生徒の内面の変容や能力・態度の向上等に十分結びつ

いていかないきらいがあった。こうした課題を克服するためには，教育課程の改善が不可

欠である。

例えば，教科，道徳，特別活動，総合的な学習の時間の取組が，児童生徒のキャリア発

達を支援する観点に立って，有機的に関連付けられているのかどうか。児童生徒の発達段

階や発達課題を踏まえた上で，具体的な活動計画が立てられ，全体として体系的な取組が

展開できるようになっているかどうか。あるいは，高等学校の各学科における類型やコー

スが，各学校の生徒の実態や進路，学習ニーズ等に応じたものになっており，生徒が自己

の将来を見通す中で，科目選択等を行うことができるような仕組みが工夫されているかど

うか。そのためのガイダンスの場や機会は十分かどうか等，各学校において点検し見直す

べき事柄は少なくないはずである。

また，教育課程の改善を図る際には，キャリア発達は究極のところ個の発達に行き着く

ことや発達の在り方は一人一人異なることなどを踏まえ，個性を生かす教育を充実する観

点からキャリア・カウンセリング等の機会を指導計画に明確に位置付けるなど，個別の指

導・援助を充実させることに留意する必要がある。

４ キャリア教育の範囲と内容

○ キャリア発達には，児童生徒が行うすべての学習活動等が影響するため，キャリア

教育は，学校のすべての教育活動を通して推進されなければならない。

○ 学習指導要領におけるキャリア教育に関連する事項は相当数に上る。各学校におい

ては，活動相互の関連性や系統性に留意するとともに，発達段階に応じた創意工夫あ

る教育活動の展開が必要である。

(1) 学校教育における各領域とキャリア教育

キャリア発達には，児童生徒が行うすべての学習活動等が影響するため，キャリア教育

は，学校のすべての教育活動を通して推進されなければならない。キャリア教育を進める

に当たっては，この点についての厳しい点検を行い，正しい認識と取組姿勢を確立する必

要がある。

学校教育は，各教科と道徳，特別活動，総合的な学習の時間からなり，また，高等学校

の教科・科目は，普通教育と職業教育 を中心とする専門教育とに大別できる。これらと*1
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キャリア教育の関係は，大まかに図２のように示すことができる。

図２ 各教科等とキャリア教育

各教科・科目 特別活動，道徳
総合的な学習の時間

普 通 教 育 専 門 教 育
（ ）職 業 教 育

キ ャ リ ア 教 育

ア 各教科・科目との関係から見たキャリア教育

キャリア教育は，普通教育で行う活動や取組もあれば，職業教育で行う場合もある。

普通教育においては，当該各教科の学習を通して，自己の生き方を探求したり，将来就

きたい職業や仕事への関心・意欲を高めたりすること，また，社会や産業の変化，労働者

の権利や義務についての理解を深める取組を通して，目指すべき職業や上級学校の学部・

学科を選択する力を身に付けることなどが考えられる。

職業教育においては，生徒が，自己の目指す将来の職業やその分野に関する知識や技能

を習得したり，具体的な情報を得たりすることを通し，必要な資質・能力をより深く自覚

し，専門的な知識・技能をより高めようとする意欲や姿勢を身に付けることなどが考えら

れる。

イ 特別活動等との関係からみたキャリア教育

特別活動，道徳，総合的な学習の時間は，それらが教科の学習で学んだ成果等を様々な

体験活動や話し合い等を通して深化・発展，統合させたり，逆に，その成果を教科の学習

に還元し反映させていくというねらいを持っている。このため，そこで展開される職業や

進路に関連する学習活動は，キャリア教育を進める上で，直接的かつ中核的な取組として

最も重要な役割を担うものであり，その計画等を改善，充実することが求められる。
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(2) 小・中・高等学校学習指導要領におけるキャリア教育関連事項

学習指導要領に示されているねらい，内容，配慮事項のうち，キャリア教育にかかわる

主な事項は，以下のとおりである。

ア 小学校

【学級活動】
特 ・学級や学校における生活上の諸問題の解決，学級内の組織づくりや仕事の

分担処理などの活動
別 ・希望や目標をもって生きる態度の形成，基本的な生活習慣の形成，望まし

しい人間関係の育成，心身ともに健康で安全な生活態度の形成などの活動
活 【児童会活動】

・学校生活の充実と向上のための協力などの活動
動 【学校行事】

・勤労生産・奉仕的行事における勤労・生産体験やボランティア活動など

道 ・働くことの大切さを知り，進んで働くこと
・働くことの意義を理解し，社会に奉仕する喜びを知って公共のために役立

徳 つことをすること

総学 ・学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探求活動に主体的，創造
合習
的の 的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えること
な時
間 ・ボランティア活動などの社会体験，見学や調査，発表や討論，ものづくり

や生産活動などの体験的な学習

各 ・生活科や家庭科における家庭での仕事の理解と役割分担に関する学習
教 ・社会科における地域の人々の生産や販売，我が国の産業について調査・
科 見学や資料を活用した調べ学習など

・学習課題や活動の選択，自らの将来について考えたりする機会の設定
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イ 中学校・高等学校

【学級（ホームルーム）活動】
・学級や学校における生活上の諸問題の解決，学級内の組織づくりや仕事の
分担処理などの活動

特 ・個人及び社会の一員としての在り方（生き方）に関すること
青年期の不安や悩み（悩みや課題）とその解決，自己及び他者の個性の
理解と尊重，社会の一員としての自覚と責任（社会生活における役割の

別 自覚と自己責任 ，男女相互の理解と協力，望ましい人間関係の確立（コ）
ミュニケーション能力の育成と人間関係の確立 ，ボランティア活動の）
意義の理解 （国際理解と国際交流）など，

活 ・学業生活の充実及び将来の生き方と進路の適切な選択（決定）に関するこ
と
学ぶことの意義の理解，自主的（主体的）な学習態度の形成（確立 ，）

動 選択教科等（教科・科目）の適切な選択，進路適性の吟味（理解）と進
路情報の活用，望ましい職業観・勤労観の形成（確立 ，主体的な進路）
の選択（決定）と将来設計など

【生徒会活動】
・学校生活の充実・改善向上を図る活動やボランティア活動など
【学校行事】
・勤労生産・奉仕的行事における職業や進路にかかわる啓発的な（職業観の
形成や進路の選択決定に資する）体験やボランティア活動など

道 ・自己が属する様々な集団の意義についての理解を深め，役割と責任を自覚
徳 し，集団生活の向上に努めること

・勤労の尊さや意義を理解するとともに，奉仕の精神をもって，公共の福祉
と社会の発展に努めること

総学 ・学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探求活動に主体的，創造
合習 に取り組む態度を育て，自己の（在り方）生き方を考えること
的の ・ 生徒が興味・関心，進路等に応じて設定した課題について知識や技能の（
な時 深化，総合化を図る学習）
間 ・ 自己の在り方生き方や進路について考察する学習）（

・ボランティア活動などの社会体験，見学や調査，発表や討論，ものづくり
や生産活動など体験的な学習

・中学校の技術・家庭科，社会科の公民的分野や選択教科における関連分野
各 での学習
教 ・中学校・高等学校の保健体育科，国語科，外国語科，高等学校の公民科に
科 おける学習

・高等学校の職業に関する各教科・科目における実習をはじめとした学習
・高等学校における「産業社会と人間」などの学校設定教科・科目での学習

そ ・集団生活への適応と選択教科（教科・科目）や進路の選択にかかるガイダ
の ンスの機能の充実
他 ・高等学校普通科，専門学科におけるコースや類型及び選択科目の設置，総

合学科における系列の提示と多様な選択科目の設置など

※（ ）内の記述は高等学校の内容
※「道徳」は中学校のみ
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このように，現行の学校教育活動の内容において，キャリア教育に関連する事項は相当

数に上る。また，このほか，指導計画の作成や内容の取扱い，教育課程の編成・実施に当

たっての配慮事項等にも，生き方にかかる指導や体験活動の充実及びそれらの計画的，組

織的な実施を求める記述も数多く見られる。なお，小学校学習指導要領には，中学校・高

等学校のように進路指導に特化した記述はないが，全教育活動を通して行う生き方の指導

や勤労観，職業観の育成等にかかわる内容は，かなり充実したものとなっていることを理

解しておきたい。

各学校がこの枠組みを十分活用し，指導・援助を行う場や機会の十分な確保をはじめ，

活動相互の関連性や系統性に留意するとともに，個々の教育活動が子どもたちのキャリア

発達にどのような役割を果たすのかを明確にしながら，発達段階に応じた創意工夫ある教

育活動を展開していくことが求められる。

５ 進路指導，職業教育とキャリア教育

○ 進路指導の取組は，キャリア教育の中核をなすものである。これまでの進路指導に

おいては 子どもたちの変容や能力・態度の育成に十分結びついていなかったり 進， ，「

路決定の指導」や「出口指導 ，生徒一人一人の適性と進路や職業・職種との適合を」

主眼とした指導が中心となりがちであった。

○ キャリア教育においては，キャリア発達を促す指導と進路決定のための指導とが系

統的に展開され，将来，社会人・職業人として自立し，時代の変化に力強くかつ柔軟

に対応していけるよう，規範意識やコミュニケーション能力など，幅広い能力の形成

を支援することが必要である。

○ 職業教育は，進路指導とともにキャリア教育の中核をなすものである。従来の職業

教育の取組においては，専門的な知識・技能を習得させることのみに重きが置かれ，

キャリア発達を支援する視点が不十分な状況にあった。

○ 今後，職業教育においては，キャリア教育の視点に立って，子どもたちが働くこと

の意義や専門的な知識・技能を習得することの意義を理解し，将来の職業を自らの意

志と責任で選択し，専門的な知識・技能の習得に意欲的に取り組むことができるよう

にする指導の充実が必要である。

キャリア教育の目指すところをより明確にするため，その活動内容や方法，目標等にお

いて類似する進路指導及び職業教育とどのような関係にあり，どの点で相違があるのかを

明らかにしておきたい。

(1) 進路指導とキャリア教育

進路指導は，生徒が自らの生き方を考え，将来に対する目的意識を持ち，自らの意志と

責任で進路を選択決定する能力・態度を身に付けることができるよう，指導・援助するこ

とである。定義・概念としては，キャリア教育との間に大きな差異は見られず，進路指導

の取組は，キャリア教育の中核をなすということができる。
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しかし，これまで，進路指導の取組がその本来あるべき姿で十分展開されてきたとは言

い難いことも事実である。特に，一人一人の発達を組織的・体系的に支援するといった意

識や姿勢，指導計画における各活動の関連性や系統性等が希薄であり，子どもたちの意識

の変容や能力・態度の育成に十分結び付いていないといった状況は，あまり改善されてい

ないのが実情であろう。キャリア教育は，このような進路指導の取組の現状を抜本的に改

革していくために要請されたと言うこともできる。学校における活動全体がキャリア発達

への支援という視点を明確に意識して展開される時，従来の進路指導に比べ，より広範な

活動がキャリア教育の取組として展開できる。

以下，こうした視点から，進路指導とキャリア教育との相違を見ていきたい。

ア 「進路発達」と「進路決定」にかかる一連の指導の充実

第１に，キャリア教育では，キャリア発達を促す指導と進路決定のための指導とを，一

連の流れとして系統的に調和をとって展開することが求められる点である。

キャリア教育あるいは進路指導における指導の場面は 「進路発達または進路決定にか，

かる指導」と「集団または個人を対象とした指導」という２つの視点から，４つの枠に分

類することができる。この枠組みに照らして，中学校・高等学校の進路指導の取組の現状

を見ると，特に高等学校において，今なお 「進路決定の指導」に重点が置かれ，志望先，

の選択・決定等にかかる「出口指導」や進学指導，就職指導に終始しがちになっている状

況は少なからず見受けられる（図３参照 。）

図３ キャリア教育，進路指導における指導の枠組み

進路発達の指導 進路決定の指導

集団指導

従来型の進路指導

個別指導

確かに，集団を対象とした「進路発達の指導」については，現在，職場体験やインター

ンシップ（就業体験）をはじめ，ボランティア活動，社会人・職業人講話等々，様々な体

験活動が，中学校を中心として相当幅広く実施されるようになってきている。しかし，そ

れを生徒の進路意識の向上や内面の発達に結び付ける指導については，まだまだ不十分で

あると言わざるを得ない。学級活動・ホームルーム活動における話し合い，グループや個

人での調査研究，まとめ等の活動を充実し，積極的に展開していくことが求められる。

一方，個人を対象とした「進路発達の指導」については，従来，進路希望調査の際に行

われる面談などを除けば，実施されている例は極めて少ない。このことは，キャリア発達

を支援する際に最も重要な個性の伸長という視点に立ち返った指導，その過程における生
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徒一人一人の発達の評価（点検・確認）などがいかに重視されてこなかったかを示すもの

でもある。

進路指導に限らず，学校教育における生き方にかかる指導が生徒の心に十分届きにくい

という要因の一つに，学校の取組において，このような個の発達を支援するという姿勢や

取組に弱さがあったのではないかと考えられる。キャリア教育は，究極的には個のキャリ

， ， 。ア発達を目指すものであることを踏まえ 今後 この面での指導の充実が強く求められる

イ 適応にかかる指導の一層の重視

第２に，キャリア教育では，個人の適性と職業や進路先との適合とともに将来自立した

社会人となるために不可欠な，社会や集団への適応にかかる指導を重視するという点であ

る。

個人の適性と職業や進路先との適合の視点に立った取組の重要性は，今もって変わるも

のではないが，産業・経済の構造的変化や雇用の多様化・流動化，さらには，子どもたち

自身の生活や意識の変容等が進む今日，子どもたちが，将来，社会人・職業人として自立

し，時代の変化に力強くかつ柔軟に対応していく資質や能力を身に付けるための指導，つ

まり，適応にかかる指導がかつてなく重要になっている。

進路指導においても，適合とともに適応にかかる指導は重視されなければならない。し

かし，従来の取組においては，生徒一人一人の適性と進路や職業・職種との適合を主眼と

した指導が中心となり，適応にかかる指導は，それほど重視されてこなかったきらいがあ

る。

そのため，キャリア教育においては 「生きる力」の育成の観点を踏まえ，基礎・基本，

を確実に身に付けさせ，豊かな人間性や社会性，学ぶことや働くことへの関心や意欲，進

んで課題を見つけそれを追求していく力とともに，集団生活に必要な規範意識やマナー，

人間関係を築く力やコミュニケーション能力など，幅広い能力の形成を支援していくこと

を，これまで以上に重視していく必要がある。

(2) 職業教育とキャリア教育

職業教育の概念についても，キャリア教育と同様，様々な解釈や受け止め方があるが，

学校教育において行われる場合に限定すれば，職業教育は，職業に従事する上で必要とさ

れる知識，技能，態度を習得させることを目的として実施される教育であると考えること

ができる。また，より狭義には，専門教育における各教科のうち，農業，工業，商業，水

産，家庭，看護，情報，福祉など，職業に関する教科の学習を通して行う教育ととらえる

ことができる。

職業教育とキャリア教育は，ともに将来の職業や仕事と深くかかわって行われる教育活

動であることから，両者の活動内容や目標等に様々な共通点がある。その意味で，職業教

育における取組は，進路指導とともにキャリア教育の中核をなすものである。

職業教育においては，職業や仕事に役立つ知識・技能を身に付ける活動と，職業や仕事

にどのような知識・技能が役立つのか，あるいは，自分が就きたい職業や仕事にどのよう
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な知識・技能が必要であるか等を理解するための活動が分かちがたく結び付いている。

， ， ，例えば 職業に関する知識・技能の習得を通して 生徒のキャリア発達が促進されたり

逆に，職業に関する教科のガイダンスや当該科目の学習で得た基礎的・基本的な知識によ

って，より専門的な知識・技能に対する興味・関心や意欲が高められ，その習得が促進さ

れたりする。

しかし，従来，職業教育の取組において，専門的な知識・技能を習得させることのみに

重きが置かれ，生徒のキャリア発達をいかに支援するかという視点に立った指導が十分行

われたきたかどうかという点については，やはり，不十分な状況があったと言わざるを得

ない。今後，キャリア教育の視点に立って，子どもたちが働くことの意義や専門的な知識

・技能を習得することの意義を理解し，その上で，科目やコースひいては将来の職業を自

らの意志と責任で選択し，専門的な知識・技能の習得に意欲的に取り組むことができるよ

うにする指導を充実することが求められる。

職業教育は，就職，進学いずれの進路を選択するかにかかわらず，すべての子どもたち

にとって重要であることから，生涯にわたるキャリアの基盤形成という観点からも，指導

・援助の在り方を見直していく必要がある。
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第３章 キャリア教育の基本方向と推進方策
， ，キャリア教育の推進には 各学校で幅広い視点に立って関連する取組を総合的に見直し

入学時から卒業時まで，学校を挙げて子どもたち一人一人を支援していく姿勢が求められる。

以下，こうした視点に立った取組の基本方向とその方策等について具体的に示していきたい。

１ キャリア教育の基本方向

○ キャリア教育を進める上では，どのような能力や態度が身に付いたかという観点か

ら，子どもたち一人一人の状況を的確にとらえるとともに，カウンセリング機会の確

保と質の向上に努めることが大切である。

○ 職業や進路などキャリアに関する学習と教科・科目の学習は，相互補完的な関係に

ある。

， ，○ キャリア教育は 将来の職業人としての資質や能力を高めていく教育活動でもあり

職業教育における専門性の向上に努め，基礎・基本の学習を徹底するとともに，情報

活用能力や外国語の運用能力等，社会や企業で一層必要となる能力を身に付けさせる

ことが大切である。

○ キャリア教育においては，働くことの持つ意義を子どもたちが総合的に理解できる

ようにすることが大切である。また，小学校段階から，発達段階に応じて社会の仕組

みや自己と社会との関係を理解できるようにするとともに，将来の精神的・経済的自

立を促す取組が必要である。

(1) 一人一人のキャリア発達への支援

キャリア教育を進める上で最も大切にしなければならない基本姿勢は，子どもたち一人

一人のキャリア発達を支援し，きめ細かく温かく支えていくことである。そのため，子ど

もたちの実態とその置かれている状況を的確に把握するとともに，子どもたち自身が自己

のよさや可能性に気付き，それぞれが夢や希望を持ち，その実現に向けて努力する過程を

組織的，継続的に指導・援助していくことが大切である。

ア 子どもたちのキャリア発達の的確な把握

， ，子どもたちのキャリア発達を支援するためには 各発達段階における発達課題を踏まえ

また，発達における個人差に留意しながら，適時性や系統性などに配慮した創意工夫ある

諸活動を展開していく必要がある。その際，常に，どのような能力や態度が身に付いたか

という観点から，子どもたち一人一人のキャリア発達の状況を的確にとらえるとともに，

活動の様子や成果等から，活動計画や指導方法等が妥当なものであったかどうかを評価し

ていくことが大切である。

また，子どもたち自身が自らを適切に評価をしながら自己理解を深めていくのを支援す

ることが重要である。そのために，自己評価カードを工夫したり，様々な活動を自己管理
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できるポートフォリオ などを活用しながら，継続的・統合的に自己の発達を評価できる*2

ような体制が重要である。

イ キャリア・カウンセリングの機会の確保と質の向上

子どもたちのキャリア発達は，自己の新たな可能性の発見や自己理解の深化といった内

面の成長と深くかかわっている。

このことを踏まえ，キャリア教育の取組においては，一人一人の課題をしっかりと受け

止めながら，常に個に立ち返り，それぞれのよいところを探し伸ばしていく姿勢を持つと

ともに，キャリアに関する個別あるいはグループ単位でのカウンセリングの機会の確保と

質の向上に努め，子どもたちの意識の向上や変容を促し，自己の可能性の発見や実現への

さらなる意欲を呼び起こすことができるようにすることが大切である。

(2) 「働くこと」への関心・意欲の高揚と学習意欲の向上

ア 職業や進路などキャリアに関する学習と教科・科目の学習との相互補完性の重視

キャリア教育は，子どもたちのキャリア発達を支援する総合的な教育活動であって，キ

ャリアを形成していく技能だけを教える教育ではない。また，特別活動や総合的な学習の

時間などにおける職業や進路などキャリアに関する学習と教科・科目の学習との関係につ

いても，キャリア教育か教科・科目の学習かというように相対立するものとしてとらえた

り，二者択一的に扱ったりすべきものではない。キャリアに関する学習が，教科・科目の

学習や主体的に学ぼうとする意欲の向上に結び付き，教科・科目の学習がキャリアに関す

る学習への関心や意欲につながるという，相互補完的な関係にあることをしっかりと理解

しておく必要がある。

イ 進路への関心・意欲の高揚と学習の必要性・有用性の認識の向上

子どもたちは，自分の進路，将来設計，進路の選択・決定に関心・意欲を持つことによ

， 。 ，って 日常の学習態度や生活態度を大きく変化させる なぜ勉強しなくてはいけないのか

今の学習が将来どのように役立つのかということなどについての発見や自覚が，日頃の学

習に対する姿勢の改善につながり，そのことがさらなる新たな発見やより深い自覚に結び

ついていくのである。

このような発見や自覚を促すためには，夢や希望の源となる多くの感動を子どもたちの

心に蓄積していくことが大切である。感動は様々な直接体験を通して得られることも多い

が，教科の授業や相談等において，実感として「分かった 「理解できた」という体験」，

の中で得られる場合も少なくない。心を揺さぶられ納得できたと思える具体的な経験は，

キャリア教育の重要な柱であることを十分認識しておきたい。
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(3) 職業人としての資質・能力を高める指導の充実

現在の経済社会において，一個の職業人として求められているのは，主体的に知恵や個

性を発揮して自己実現したり，社会を支える自己という存在の社会的意義を高めたりして

いくことである。それは，自分自身にどういう資質や能力を身に付けて世に問うかという

ことであり，自らの職業生活をどう築き上げていくかが問われるということでもある。

キャリア教育は，将来の職業人としての資質や能力を高めていくための教育活動でもあ

る。このため，学校教育では基礎・基本の学習を充実・徹底するとともに，職業教育の素

地を培い，専門性の向上に努めるなど，高等学校段階までの学習を，それ以降のより高度

な専門的な知識・技能を習得する学習につなげていくことが求められる。また，普通教育

においても，将来の職業生活を視野に入れ，子どもたちが情報活用能力や外国語の運用能

力等，今後，社会や企業で一層必要となる能力を身に付けることができるようにしていく

ことが大切である。

(4) 自立意識の涵養と豊かな人間性の育成

ア 働くことの意義についての総合的理解の促進

キャリアは，自己と働くこととの関係の上に成立するものである。働くことには，報酬

を得て生計を維持することだけでなく，身体を動かして汗する苦労や厳しさを通してしか

味わうことのできない成就感や自己実現の喜びがある。さらに，働くことには，もう一つ

の重要な意義，つまり，一市民として社会に参画し社会を支えるという意義がある。キャ

リア教育においては，働くことの持つこのような意義を子どもたちが総合的に理解できる

ようにすることが大切である。したがって，指導者である教員には，キャリア教育は生計

の維持や自己実現だけでなく，子どもたちが，将来，一個の社会人・職業人としてその社

会的役割を遂行していくことができるようになるための支援であるという認識を持って，

取組を進めていくことが求められる。

イ 早期からの自立意識の涵養と豊かな人間性の育成

子どもたちの成長・発達，特に，自立性や社会性の獲得は，自己と他者や社会との適切

な関係を構築していく力をどのように身に付けていくかということと分かちがたく結び付

いている。このことを踏まえ，小学校段階から，発達段階に応じて，社会の仕組みや自己

， ，と他者あるいは社会の関係を理解できるようにするとともに そうした理解の上に立って

自分の力で自分の人生をつくるのだという意識を持たせたり，仕事に対する責任感や強い

意志を涵養したりするなど，将来の精神的・経済的自立を促したりするための取組を積極

的に進めていく必要がある。こうした取組は，とかく無力感や閉塞感に捕らわれがちで，

享楽や快楽のみを追う傾向のある現代の子どもたちの性向を改めていく上でも極めて大き

な役割を果たすと考えられる。

キャリア教育を進めるに当たっては，こうしたことを踏まえ，子どもたちが他者の思い

や苦労，誇りや心の痛みなどを自らのものにすることによって，豊かな人間性を培うとと

， 。 ，もに 自分自身への自信や有用感を持つことができるようにすることが大切である また
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そうしたことを通して，勤労の尊さ，それぞれの職業・仕事の大切さや社会的役割等の理

解を深めていくことができるようにすることが大切である。

なお，その際，こうしたことが学校だけの努力や取組で実現できるものではなく，家庭

や地域，企業等の幅広い理解と協力が不可欠であることを踏まえ，今後，開かれた学校づ

くりを一層進め，これら関係者とのより緊密な連携に努める必要があることを指摘してお

きたい。

２ キャリア教育推進のための方策

○ キャリア教育を進めるに当たっては，キャリア教育の全体計画やそれを具体化した

指導計画を作成する必要がある。その際，各発達段階における能力・態度の到達目標

を具体的に設定することが大切である。

○ キャリア教育を進めるに当たっては，様々な取組を有機的に関連付け，各学校の教

育課程に適切に位置付けるとともに，校種間の連携や一貫性に留意する必要がある。

なお，今後，各学校における取組状況等を踏まえ，キャリア教育を一層推進する観点

から，学習指導要領上の取扱いについて検討していく必要があろう。

○ 職場体験やインターンシップなどの体験活動等には，勤労観，職業観の形成，学ぶ

， ， ，ことの意義の理解と学習意欲の向上等 様々な教育的効果が期待され 子どもたちに

現実に立脚した確かな認識をはぐくむ上で欠かすことのできないものである。また，

一過性の行事とならないよう，事前・事後指導の充実が必要である。

○ 社会の仕組みや経済社会の構造とその働きについての基本的理解は，進路選択，将

来設計を行う際に欠かすことのできないものである。このため，労働者としての権利

や義務，相談機関等に関する情報等最低限持っていなければならない知識を，子ども

たちが習得できるようにすることが必要である。

○ 日頃から「多様で幅広い他者」と積極的にかかわりを持つことが重要である。その

ため，体験活動等を通して，子どもたちが多くの人々と人間関係を持つことができる

よう，学校，家庭，地域が一体となって様々な場や機会を設けることが大切である。

(1) 「能力・態度」の育成を軸とした学習プログラムの開発

ア 各発達段階における「能力・態度」の目標設定

キャリア教育を進めるには，児童生徒の発達段階や発達課題を踏まえるとともに，学校

の教育計画の全体を見通す中で，キャリア教育の全体計画やそれを具体化した指導計画を

作成する必要がある。その際，各発達段階における発達課題の達成との関連から，各時期

に身に付けることが求められる能力・態度の到達目標を具体的に設定するとともに，個々

の活動がどのような能力・態度の形成を図ろうとするものであるのか等について，できる

だけ明確にしておくことが大切である。

従来，進路指導の取組においては，就職か進学か，どの学科，コース・類型を選ぶかな
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ど 「何を」選択するかについての指導・援助に重きが置かれがちで 「いかに 「なぜ」， ， 」

という視点が不十分であったり，小学校・中学校・高等学校間の連続性や一貫性といった

視点が希薄だったりして，発達課題の達成といった視点や意識は必ずしも明確ではなかっ

た状況が見られる。そのため，上記のような各発達段階における能力・態度の到達目標の

設定が十分行われず，そのことが進路指導の取組の組織性や系統性，各教科，道徳，特別

活動等の相互の関連性を曖昧にしてきたのではないかと考えられる。

例えば，小学校段階の発達課題の未達成が中学校段階以降の発達課題の達成に影響を与

え，思春期・青年期の様々な葛藤や悩みを深刻なものにしたり，生徒指導上の様々な課題

につながったりしているのではないかという指摘は少なくない。キャリア教育を進めるに

当たって，それぞれの時期における発達課題の達成が重要であることを改めて認識し，発

達段階に応じた系統性と計画性のある取組の展開が求められるゆえんである。

今後，各学校における取組の一層の改善・充実とともに，国，教育委員会において，先

， ，進的な取組事例の情報提供や学習プログラムの開発・普及等に努め 各学校の取組を促し

支援していくことが求められる。

イ 「職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例 」の活用）

国立教育政策研究所生徒指導研究センターでは，このような状況の改善に資するよう，

「職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例 」を開発し 「職業観・勤労観」） ，

の形成に関連する能力を 「人間関係形成能力 「情報活用能力 「将来設計能力 「意， 」， 」， 」，

思決定能力」の４つの能力領域に大別し，小学校の低・中・高学年，中学校，高等学校の

それぞれの段階において身に付けることが期待される能力・態度を具体的に示している。

（参考１参照）

また，この「枠組み（例 」では 「職業観・勤労観」を職業や勤労に対する見方や考） ，

え方としてだけでなく，意欲や態度を含む広い概念としてとらえるとともに 「職業観・，

勤労観」の形成に直接・間接に影響を与える能力・態度が幅広く取り上げられている。そ

の意味で，この「枠組み（例 」は，キャリア教育における学習プログラムの枠組みの一）

つのモデルと見なすことができるものである。各学校においてキャリア教育を推進する際

の参考として幅広く活用されることを期待したい。

なお，このような枠組みは，４つの能力を観点とする児童生徒のキャリア発達にかかる

見取り図ともいうべき性格を持つと同時に，子どもたちにどのような能力・態度が身に付

いているかをみるための規準となるものでもある。一人一人の成長・発達をどうとらえ評

価するかについては，従来，あまり深く考慮されなかった傾向があるが，今後，この例を

もとに，各学校の実情に応じて学習プログラムの枠組み等を作成し，できるだけ客観的に

， 。子どもたちの発達の状況をとらえ 次の指導に役立てていくようにすることが大切である

(2) 教育課程への位置付けとその工夫

キャリア教育は，関連する様々な取組が各学校の教育課程に適切に位置付けられ，計画

性と系統性を持って展開されてこそそのねらいが実現される。そのためには，各学校が，
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キャリア発達の支援という視点から自校の教育課程の在り方を点検し改善していくことが

極めて重要である。その際，各領域・分野の関連する活動を再検討し，それぞれのねらい

や内容等を踏まえつつ相互の有機的な関連付けを図り，子どもたちのキャリア発達を支援

する体系的なものとなるよう構成し，それを円滑に遂行できるようにすることが大切であ

る。

キャリア教育の中核的な活動として，進路適性の理解や進路情報の活用，勤労観，職業

観の形成・確立，主体的な進路選択と将来設計等，従来の進路指導の取組をあげることが

できるが，これらの活動については，その体系化を図り計画的，組織的に実施すること，

調査・体験活動等の場や機会の拡充に取り組むこと等が，今後取り組むべき大きな課題で

あろう。一方，将来の進路につながる学科，類型，コース，選択教科・科目等の設置につ

いては，生徒や学校等の実状を踏まえ，その在り方を点検し，見直すべき点は積極的に見

直していく姿勢が求められる。

また，児童生徒の発達段階を踏まえ，各校種が果たすべき役割や他校種における活動内

容・方法・形態等を把握するなど，校種間の連携や一貫性にも十分留意する必要がある。

なお，今後，各学校における取組状況等を踏まえ，キャリア教育を一層推進する観点か

ら，学習指導要領上の取扱いについて検討していく必要があろう。

ア 高等学校，中高一貫教育校における取組例

高等学校の総合学科においては，入学時の原則履修科目として「産業社会と人間」が設

置されている。また，高等学校学習指導要領には，この科目を学校設定教科・科目として

設けることができることが特に明記され，その目標，内容が簡潔に示されている。

「産業社会と人間」は，就業体験や企業見学などの体験活動，社会人や地域の人々の講

話，調査研究，発表，討論などを通して，産業社会の実際について学習するとともに，自

己の個性や生き方，将来の進路を見つめながら，何故，何のために学ぶのか，そのために

どの科目を選ぶべきかなどについて，生徒に考えさせる科目である。この科目の履修を通

して，生徒の学習に向かう姿勢や態度，目的意識や進路意識が大きく向上していることが

数多く報告されており，教科・科目の領域で展開するキャリア教育の実りある実践として

特筆に値するものである。今後，普通科等での設置を一層進めていくことや，この科目で

の取組を参考として，総合的な学習の時間の内容を構築していくことなどについて，各学

校が積極的に検討し計画していくことを求めたい。

また，普通科においては，ホームルームの編成とは別に，学年全体の生徒を進路希望別

のグループに編成し，総合的な学習の時間を活用して，入学時から卒業時まで継続的に当

該進路にかかわる情報の収集や探索，大学等の学部・学科や学問分野等についての調査研

究などを実施し，生徒の学習意欲の向上や進路希望の実現に大きな成果をあげている事例

も見られる。

このほか，中高一貫教育校の例として，キャリアを形成していくために必要な能力・態

度を，生活の基礎基本，学びの基礎，教科学習の入門基礎の３つに分け，これをもとに，

それぞれ調査活動や体験学習，生き方の探求や共生と平和にかかるテーマ学習，選択教科
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の設定と選択を位置付け，相互の関連と系統化を図るなどの取組を展開している学校もあ

る。

イ キャリア発達の視点に立った教科指導の充実

教育課程の工夫・改善に取り組むに当たっては，教科とりわけ普通教科・科目の学習に

おいても，キャリア発達を支援する視点に立った指導の充実を図ることが求められる。

キャリア教育は学校のすべての教育活動を通して行われなければならないことは既に述

べたが，普通教科・科目における学習については，高学年になればなるほど，実生活から

離れがちとなり，指導の在り方についても，生き方やキャリア発達という意識が希薄とな

る傾向があることも否めない。

このため，日頃の教科指導において，子どもたちが学んだ知識を実感を伴って理解でき

るようにすることをはじめ，学ぶことの意義を身をもって体得したり，社会生活や将来の

職業生活における必要性や有用性等を認識したりすることが十分できないといった状況

が，次第に拡大する傾向にあることが懸念されている。今般の学習指導要領の改訂におい

て，新たに「総合的な学習の時間」が創設されたのも，このような事情があったと考えら

れる。

日頃の教科の学習が，子どもたち一人一人の生き方や将来の進路と深く結びついている

ことを個々の教員が改めて深く認識するとともに，教科における指導とキャリア教育との

関連を常に意識し，子どもたちのキャリア発達を支援するという視点に立った指導の工夫

・改善を図るため，学校全体で取り組むことが求められる。

ウ 各学校の特色ある教育課程の編成

今日，教育改革の進展に伴い，校種を問わず，教育課程編成にかかる学校裁量が拡大さ

れ，それに基づいて特色ある学校づくりが進められている。そうした中，特別活動や総合

的な学習の時間をはじめ，学校設定教科・科目（高等学校 ，選択教科（中学校）の実施）

等，教育活動はそれぞれの学校ごとに異なり，かつてなく多様なものとなっている。キャ

リア教育を進めるに当たっては，こうした動きやその趣旨を踏まえるとともに，学校裁量

を幅広く活用し，生徒や学校，地域の実態等に応じ，それぞれの学校にふさわしい特色あ

る教育課程を築いていくことが大切である。

(3) 体験活動等の活用

キャリア発達を促す体験活動等として，職場体験やインターンシップ，社会人・職業人

インタビュー，ボランティア活動，地域の職業調べなどの各種調査研究活動等がある。最

近は，中学校を中心として，こうした様々な体験活動等に取り組む学校が急速に増えて，

中でも，職場体験は，全公立中学校の約８７％で実施されている。

体験活動がこのように普及するようになった背景には，総合的な学習の時間の創設とい

った教育課程の編成にかかわる要因も考えられるが，体験がもたらす大きな教育効果に対

する理解と認識が，学校関係者や保護者をはじめ，広く地域や企業等の関係者に広がった

ことが大きいと考えられる。
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なお，専門高校等においては，インターンシップをより充実・発展させ，長期間にわた

り生徒を企業に派遣し実習させるなど，実務と教育が連結した実践的な専門技術力の強化

を図る人材育成システム（デュアル教育システム）の導入を学校や地域の実態に応じて検

討することが求められる。

ア 体験活動等の意義

体験活動等には，職業や仕事の世界についての具体的・現実的理解の促進，勤労観，職

業観の形成，自己の可能性や適性の理解，自己有用感等の獲得，学ぶことの意義の理解と

学習意欲の向上等，様々な教育効果が期待され，事実，実施したほとんどの学校から，こ

うした面での大きな成果が報告されている。

職業と生活の分離が進み，子どもたちが生き生きと働いている大人の姿を見ることが少

なくなった今日，子どもたちは，仕事は我慢してやらなければならないもの，苦労するも

のといった意識だけを持ちがちであるが，職場体験やインターンシップ等を通して，やり

， ，がいを持って仕事をしている人たちから直接話を聞いたり 世の中にはこんな仕事がある

仕事にはこんなやりがいや面白いことがあると教えられたりすることは，子どもたちに新

鮮な驚きと発見をもたらし，職業ひいては大人社会への認識を改めるきっかけになってい

る場合も少なくない。体験を通して得られるこのような自己への期待感や大人との信頼関

係は，子どもたちが抱えている不安を解消し，次の段階に踏み出していくエネルギーの源

となるものでもある。

体験活動等には，このほか，学校と社会をつなぐという重要な役割がある。一面的な情

報に流され，社会の現実を見失いがちな現代の子どもたちに，現実に立脚した確かな認識

をはぐくむ上でも，体験活動等の充実は欠かすことのできないものである。

イ 事前・事後指導の充実・改善

体験的な活動が一過性の行事になってしまい，その後の子どもの生活や意識の変容に十

分つながらない場合もないわけではない。そのため，指導する側が明確な目標のもとに期

間・内容，教育課程への位置付け等を定め，受入事業所等との共通理解を図ることが重要

である。また，事前指導において子どもたちに体験活動の意義をしっかりと理解させると

ともに，職業調べやインタビューと組み合わせたり，事後にまとめの話し合いや討論会，

発表会等を計画したりするなど，周到な準備と計画のもとに実施することが望まれる。

(4) 社会や経済の仕組みについての現実的理解の促進等

ア 社会や経済の仕組みについての現実的理解の促進

社会の仕組みや経済社会の構造とその働きについての基本的理解は，キャリア発達を促

す重要な要素であり，進路選択，将来設計を行う際に欠かすことのできないものである。

， ，経済社会は共存のための巨大で複雑な循環システムであり その具体的・現実的な仕組み

それぞれの集団や組織の成り立ち等を理解することなしに，その中で自分がどう対応して

いくのかが分からないのはもちろんのこと，働くことの意義の理解，公正で自律的な判断

力，他人と違う意見を持つ勇気，異質の意見に対する寛容性などは培われない。
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また，進路の探索や適性の理解等に必要な技能を習得するためには時間がかかるだけで

なく，学校卒業までに身に付けなければいけないという時間的制約もある。このため，人

生の早い段階から，社会や経済の仕組みについて具体的・現実的に理解できるようにして

いく必要がある。

イ キャリアの積み上げに必要な最低限の知識の習得

子どもたちは，卒業等によって学校を離れた後も，職業生活に関する様々な選択を迫ら

れたり新たな方向に進路を求めたりする。その過程で，目標とする進路を達成できない場

合も少なくない。事実，無職の若者やいわゆるフリーターには，安定した仕事に就きたい

という気持ちを持ちながら，具体的にどう行動に移してよいか分からず，相談する相手も

なく自分一人で悩んでいる場合も多い。

こうした事態が深刻なものとならないよう，キャリアを積み上げていく上で最低限持っ

ていなければならない知識，例えば，労働者（アルバイター，パートタイマー等を含む）

としての権利や義務，雇用契約の法的意味，求人情報の獲得方法，権利侵害等への対処方

法，相談機関等に関する情報や知識等を，子どもたちがしっかり習得できるようにするこ

とが大切である。その際，現実の具体的な問題に即して学んでいくことが大切であること

に留意し，事例等に詳しい関係機関の職員等を講師として招聘し実施できるようにするこ

とが望まれる。また，こうした取組は，中学校卒業後すぐに就職する者や，高等学校を中

途退学する者が少なからず存在する現状を踏まえ，それらの者がキャリアを形成していく

上で極めて重要であることから，中学生あるいは高等学校１年生等の早い段階に実施する

必要がある。

なお，こうした課題は，学校教育及び雇用の在り方についてのいわゆる「やり直し可能

なシステム」をどのように構築していくかということと密接に関係しており，今後このよ

うな面での取組や施策の一層の充実が望まれる。

(5) 多様で幅広い他者との人間関係の構築

キャリア発達を促す要素の一つとして，日頃から，年齢や価値観が異なるなどの「多様

で幅広い他者」と積極的にかかわりを持つことの重要性を指摘しておきたい。

今の子どもたちの多くは，同世代との緊密ではあるが限られた人間関係しか持つことが

できず，多様で幅広い人間関係を築いたりその中に入っていったりすることには慣れてい

ない。このことが，自立意識や社会性を培う上でのマイナス要因となっていると考えられ

る。こうした課題に対応し，また，職業への関心や意欲を高めたり，職業に関する様々な

情報を得たりする上で，日頃から「多様で幅広い他者」との人間関係を持つことが大切で

ある。

自分が就きたい，あるいは，就きたくなるかも知れない職業等に関する情報を多面的に

獲得し理解することは，キャリアを形成し，社会人としての自立意識を醸成する上で極め

て重要である。中でも，それらの職業等を経験した人やその周辺にいる人から得られる実

際的・具体的な情報が貴重であり，そこから様々な刺激や勇気付けを得ることは，経験上
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誰もが認めるところであろう。年齢，立場等を問わない幅広い人間関係は，そうした情報

を得るという面で想像以上に大きな役割を果たすものである。転職や独立開業等で成功し

ている人たちは共通して，こうした人間関係の輪を持っているという事実がこのことをよ

く物語っている。

こうしたことを踏まえ，地域社会や企業等のボランティア活動やサークル活動，職場体

験，インターンシップ，様々な催しなどを通して，子どもたちが日頃から，多くの人々と

幅広い人間関係を持つことができるよう，学校，家庭，地域が一体となって様々な場や機

会を積極的に設けていくことが大切である。
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第４章 キャリア教育を推進するための条件整備
キャリア教育においては，現代に生きる子どもたちのキャリア発達にかかる課題を明ら

かにし，一人一人がそれぞれの発達段階における発達課題を達成できる能力・態度を身に付

けることができるよう，継続的かつ組織的・系統的に教育活動を展開することが求められる。

特に，今日の急激な社会変化や子どもたちの発達上の課題を考える時，小学校段階から

地道な取組を積み上げ，働くこと・生きることへの意欲や前向きな態度，自立意識や目的

意識等を培い，社会人・職業人として必要な基礎的・基本的な資質や能力を身に付けさせ

ることが極めて重要になっている。以下，このような取組を推進するために必要な基本的

条件及びその整備の在り方について述べておきたい。

１ 教員の資質の向上と専門的能力を有する教員の養成

○ キャリア教育を推進するためには，教員一人一人がキャリア教育の本質的理解と認

識を確立するなどの資質向上が不可欠である。

○ キャリア教育が学校全体で計画的，組織的に取り組まれ，有効かつ円滑に実施され

るためには，カリキュラムの開発，家庭，地域，企業等との幅広い連携・協力関係を

コーディネート（調整）する必要がある。このため，キャリア教育の中核的役割を担

う教員の研修を充実させる必要がある。

○ 基本的なキャリア・カウンセリングについては，すべての教員が行うことができる

ようになることが望まれる。教員養成段階においても，キャリア教育及びキャリア・

カウンセリングにかかる基礎的・基本的な知識や理解が得られるようにしていくこと

が必要である。

(1) 教員一人一人の資質向上

キャリア教育を推進する上で，指導者である教員の資質や専門性の向上が極めて重要で

あることは言うまでもない。そのためには，まず，キャリア教育についての本質的理解を

すべての教員が共有するとともに，特別活動，道徳，総合的な学習の時間，各教科におけ

る活動等における個々の取組がキャリア教育においてどのような位置付けと役割を果たす

ものかについて，教員一人一人の十分な理解と認識を確立することが不可欠である。

また，そうした取組や校内・外での研修を積み重ねながら，子どもたちの発達やそれを

取り巻く環境の変化等についての的確な認識，キャリア教育の実践に必要な知識や指導方

法，子どもたちに身に付けさせたい能力・態度等にかかる目標設定やその評価方法等を習

得していくことが求められる。

(2) 学校のカリキュラム開発能力の向上

キャリア教育が学校全体で計画的，組織的に取り組まれ，有効かつ円滑に実施されるた

めには，教員一人一人の資質向上と併せ，各学校が，子どもたちの発達段階，学校や地域

の実情に応じ，キャリア発達への支援を軸としたカリキュラムを開発する必要がある。
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また，キャリア教育を推進する上で，家庭，地域，企業等との幅広い連携・協力関係は

極めて重要であることから，そうした連携や協力による取組を，適切かつ有効に行うこと

ができるよう，コーディネート（調整）能力を有する教員の養成が求められる。

このため，国・都道府県等においては，キャリア教育の中核的役割を担う教員，例えば

進路指導主事等を対象として実施する研修・講座等に，カリキュラム開発能力やコーディ

ネート能力等を身に付けるための内容を，新規にあるいは従来の研修に拡充して盛り込む

などして実施していくことが求められる。また，各学校においては，当該教員を活用した

研修を積極的に行い，教員全体のこうした能力を高めていく必要がある。

(3) キャリア・カウンセリングを担当する教員の養成

学校におけるキャリア・カウンセリングは，子どもたち一人一人の生き方や進路，教科

・科目等の選択に関する悩みや迷いなどを受け止め，自己の可能性や適性についての自覚

を深めさせたり，適切な情報を提供したりしながら，子どもたちが自らの意志と責任で進

路を選択することができるようにするための，個別またはグループ別に行う指導援助であ

。 ， ，る キャリア発達を支援するためには 個別の指導・援助を適切に行うことが大切であり

特に，中学校，高等学校の段階では，一人一人に対するきめ細かな指導・援助を行うキャ

リア・カウンセリングの充実は極めて重要である。

キャリア・カウンセリングには，カウンセリングの技法，キャリア発達，職業や産業社

会等に関する専門的な知識や技能などが求められることから，こうした専門性を身に付け

。 ， ，た教員を養成していく必要がある また 基本的なキャリア・カウンセリングについては

すべての教員が行うことができるようになることが望まれる。

本協力者会議では，すべての教員を対象とする「キャリア・カウンセリング研修(基

礎) ，各学校におけるキャリア教育の中心的な役割を果たす教員を対象とする「キャリ」

ア・カウンセリング研修(専門)」の二つの研修プログラム例を示すこととした （参考２。

参照）

今後，国，都道府県教育委員会，大学，関係団体等においては，これらも参考として活

用するなど，教員研修の実施に取り組むことを求めたい。また，各学校においては，すべ

ての教員が基本的なキャリア・カウンセリングを行うことができるよう，研修修了者等を

活用した研修の充実を図ることを併せて求めておきたい。

なお，教員養成段階においても，キャリア教育及びキャリア・カウンセリングにかかる

基礎的・基本的な知識や理解が得られるようにしていくことも必要であろう。
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２ 保護者との連携の推進

○ キャリア教育を進めるに当たっては，家庭・保護者との共通理解を図りながら進め

ることが重要であり，産業構造の変化等について，企業の人事担当者などから共に学

んだり，積極的に情報提供したりする必要がある。

○ 家庭は，子どもたちの成長・発達を支える重要な場であり，様々な職業生活の実際

や，仕事には苦労もあるが大きなやりがいもあることを，有形無形のうちに感じ取ら

せることが重要である。保護者が学校の取組を理解し，学校と一体となって子どもた

ちの成長・発達を支えていくことは，ますます重要になっている。

(1) 学校からの保護者への積極的な働きかけ

家庭の養育の在り方，働くことに対する保護者の考え方や態度は，子どもたちのキャリ

ア発達に極めて大きな影響を与える。キャリア教育を進めるに当たっては，こうした家庭

や保護者の役割やその影響の大きさを常に念頭におき，家庭・保護者との共通理解を図り

ながら進めることが重要である。

子どもたちの進路に関する保護者の考え方や態度は多様である。保護者の意識に，いわ

ゆる「進学校 「有名大学」に進学することだけでよしとする「学（校）歴志向」が根」，

強いことも事実であろう。また，中には，自分の子どもの価値観や生き方といったものに

無関心である保護者も見られる。

一方，生徒の職業体験講座などで，ＰＴＡの会員（保護者）が子どもたちに講話を行う

実践等は相当増えており，大きな教育効果をもたらしている場合も少なくない。また，保

護者がボランティア活動を行っている場合，その子どもに影響を与え，ボランティア活動

等を経験することによって，子どもたちの夢をはぐくむ土壌になったり，その後の学習活

動への意欲につながったりしていることなどもあろう。

保護者との実りある連携を図るためには，このような多様な実態を踏まえながら，キャ

リア教育が子どもたち一人一人の主体的な進路の選択・決定を指導援助するものであると

いう共通理解を確立するとともに，産業構造や進路をめぐる環境の変化等について，企業

の人事担当者などから共に学んだり，積極的に情報提供したりするなどして，現実に即し

た情報交換や面談等を実施していく必要がある。また，保護者においても，ＰＴＡでの研

究協議等でこうした問題について積極的に取り組んでていくことが求められる。

(2) 家庭の役割の自覚と学校教育への積極的な参画

かつての子どもたちは，保護者の働く姿を否応なしに目にし，そこから多くのこと学ん

でいた。今日，そうした状況は大きく変化し，保護者の働く姿を見る子どもは非常に少な

くなっている。こうした変化が子どもたちの勤労観，職業観をはぐくんでいく上で，大き

なマイナス要因になっていることは，これまでも指摘されてきたところである。

家庭は，子どもたちの成長・発達を支える最も重要な場である。勤労観，職業観の形成

についても，幼少期からの生活習慣やしつけが適切になされている場合とそうでない場合



- -31

とでは大いに異なるであろう。また，子どもたちの生活が働くことと疎遠になりがちであ

ることが，成長・発達における様々な課題をもたらしていることなどを保護者が理解し，

子どもたちに家事の分担をさせたり，様々な職業生活の実際や仕事には苦労もあるが大き

なやりがいや達成感もあることを，家庭の中で有形無形のうちに感じ取らせたりすること

は，子どもたちの成長・発達を支える上で，また，学校でのキャリア教育をより実効ある

ものにする上で極めて重要である。

保護者が学校の取組を理解し，学校と一体となって子どもたちの成長・発達を支えてい

くことは，時代の進展とともにますます重要になっている。保護者が学校の教育や運営に

積極的に参画したり，社会人・職業人としての経験を学校や学級の講師等として話したり

する取組はかなり増えている。このほか，教育ボランティアとして多くの子どもたちと接

すること等を通して，保護者が子育てについて考えたり，自らの働き方や生き方を改めて

考えることも大切であろう。

３ 学校外の教育資源活用にかかるシステムづくり

○ 職場体験やインターンシップ等の体験活動をより円滑に実施し普及していくため，

関係機関が一体となって取り組むことが大切であり，体験活動推進のための協議会を

組織するなど，地域のシステムづくりに努める必要がある。

○ キャリアを形成していく方法等について専門的な知識や情報を持っている社会人・

職業人をキャリア・アドバイザーとして学校に招くことは，企業が求める職業人とし

ての資質や能力等を知る貴重な機会である。

， ， ，キャリア教育を十全に展開するためには 家庭 地域や企業等との連携を積極的に進め

学校外の教育資源を有効に活用することが不可欠である。

職場体験やインターンシップは，そうした活用例の代表的なものであるが，このほか，

企業見学や社会人・職業人講話・インタビュー，大学等上級学校等の見学，聴講及び大学

等からの出前授業，図書館や美術館，博物館での調査研究活動，福祉施設や幼稚園，保育

所等でのボランティア体験等々，既に，多くの学校で様々な実践が展開されている。

これらは，子どもたちの学びをより豊かなものにする上でも，極めて高い教育効果をも

たらすものであり，学校の実情や地域の状況を踏まえながら，適切かつ積極的に取り入れ

ていくことを求めたい。

(1)受入事業所等の確保と地域におけるシステムづくり

職場体験やインターンシップ等の実施については，受入事業所等を十分確保できなかっ

たり，実施校が増えてきたため受入事業所等の確保をめぐる競合が課題となっている地域

も出てきている。現状では，受入事業所等や講師等の開拓をそれぞれの学校で行っている

場合が多いが，体験活動をより円滑に実施し普及していくため，また，息の長い取組とし

て定着させることができるよう，学校と関係機関が一体となって取り組むことが大切であ
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る。このため，ハローワークや経済団体，ＰＴＡ，地域の自治会等の協力を得て，体験活

動推進のための協議会を組織するなど，地域のシステムづくりに努める必要がある。

この点に関しては，既に，先進的に取り組んでいる事例も報告されており，各地域のシ

ステムづくりに資するよう，国，都道府県等においてはそうした事例の収集・提供を積極

的に行っていくことを求めたい。同時に，国，地方自治体及びその関係機関等の公的部門

が，率先して体験活動の受け入れ等を行い，範を示していくことが大切であることも指摘

しておきたい。

(2) キャリア・アドバイザーの確保と活用

， ， ，企業の人事部門経験者 ハローワークの就職業務経験者をはじめ 社会人・職業人には

それぞれ自らが経験した職業・職種，仕事の内容について，求められる能力や資格要件，

学校在学中及び卒業後にキャリアを形成していく方法等について専門的な知識や情報を持

っている人が少なくない。こうした人々をキャリア・アドバイザーとして学校に招き，講

演・講話，グループ別懇談会等を行うことは，子どもたちだけでなく教員や保護者にとっ

ても，職業の実際やその変化，今日の企業が求める職業人としての資質や能力等を知る貴

重な機会である。職種，経歴，年齢等，幅広い層から質の高いキャリア・アドバイザーを

確保し，継続的・計画的に招聘できるよう，対象となる人材の名簿づくりや人材バンク登

録システムなどの構築に取り組むことが求められる。

４ 関係機関等の連携と社会全体の理解の促進

○ キャリア教育を効果的に進めるためには，キャリア教育の意義を教育界から各界・

各層に幅広く発信するとともに，関係機関等が職場体験やインターンシップ等につい

て連絡・協議する場を，国，地域の各レベルで設けることが必要である。

○ 各学校においては，ハローワークの施策を効果的に活用するとともに，日頃から緊

密な情報交換に努める必要がある。

○ 高大連携の取組は，目的意識を持った大学・専門学校への進学や，その後の進路や

職業について考えるなど大きな意味を持つものであり，一層の工夫が求められる。

○ 経済団体においては，職場体験やインターンシップ等の意義の周知及び受け入れへ

の協力について，より広く傘下の企業に働きかけるとともに，企業等においても，学

校の取組や生徒の活動への積極的な支援を期待したい。

キャリア教育を効果的に進めるためには，家庭，地域，企業，関係機関，関係団体等の

理解と協力が不可欠である。そのため，キャリア教育の意義を，教育界から各界・各層に

幅広く発信するとともに，関係機関等が職場体験やインターンシップ，職場見学等の実施

やキャリア・アドバイザーの活用等について連絡・協議して推進していく場を，国，地域

の各レベルで設けることが必要である。また，学校においては，それぞれの機関の持つ多

， ，様な役割や機能を理解し 学校から積極的に働きかけて連携を強化する取組を進める一方
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関係機関，関係団体等においては，それに対する一層の支援と協力を行うことが強く期待

される。

(1) ハロ－ワーク等との緊密な連携

ハローワークは，中学校・高等学校との連携のもと，地域に根ざした，公共の職業紹介

・斡旋機関として重要な役割を果たしている。また，こうした業務に加え，これまでも高

校生に対する職業意識形成支援事業等が実施されている。また，今後，これをさらに拡充

し，インターンシップ受け入れ企業の開拓やハローワークの職員，企業の人事担当者等を

講師として学校に派遣することなどを積極的に進めていくこととしている。

， ， ，国 都道府県教育委員会等においては こうした施策の学校・家庭への周知を図る一方

学校においては，これらの施策を効果的に活用するとともに，学校とハローワークとの意

見交換会等において，学校の要望をハローワークに伝えるなど，日頃から緊密な情報交換

。 ， ， ， ，に努める必要がある また 中学校 高等学校卒業後も 就職相談や求人情報の入手など

子どもたち自身が必要に応じ積極的にハローワークを利用できるよう，その機能について

理解させておくことが大切である。

このほか，子どもたちのキャリア発達を支援するための総合的機能を有する「私のしご

と館」の活用など，多様な施策についても幅広く情報を収集し，各学校の実情に応じて活

用することが求められる。

(2) 大学・専門学校等との連携

現在，高等学校と大学・専門学校等との間で，オープンキャンパスの実施，高校生の授

業への参加や単位認定，大学からの「出前授業」等の実施など，高大連携にかかる取組が

急速に広がっている。このことは，専門性の高い学問への興味関心を高めたり，高等学校

から大学・専門学校等への円滑な接続を図ったりする上で大きな効果をもたらすだけでな

く，高校生がどのような目的意識を持って大学・専門学校等に進学するのか，大学・専門

学校等卒業後の進路や職業をどう描くのかについて考える上でも大きな意味を持つもので

ある。大学・専門学校等との連携を進めるに当たっては，こうした子どもたちのキャリア

意識を高めるという視点を重視し，関係者が一体となって取組を一層工夫していくことが

求められる。

(3) 関係団体・企業等の理解と協力の推進

経済団体においては，次代を担う子どもたちを社会全体で育成するという観点に立ち，

企業から学校への従業員の派遣，職場体験やインターンシップ等の意義の周知及び受け入

れへの協力等について，より広く傘下の企業に働きかけるとともに，企業等においても，

社会的責任という認識のもと，これらのことを従業員に周知し，学校の取組や生徒の活動

を積極的に支援していく姿勢を持って協力していくことを強く期待したい。

また，そうした協力には，受け入れた子どもたちが職場を明るくしたり，従業員が指導

する立場に立つことによってプロとしての自覚や誇りを高めたりすること，企業の諸活動

に対する子どもたちや保護者の理解が図られ，後継者の育成や企業に対する印象が向上す
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るなどの利点がある。

ＰＴＡ等社会教育関係団体などにおいては，体験活動等にかかる受入事業所等の開拓・

確保をはじめ，安全確保等の面での様々な支援やボランティア活動が展開されている地域

も少なくない。今後，キャリア教育に対する理解と認識を深め，こうした活動を一層普及

・充実していくことが望まれる。

おわりに
今後，本報告書の提言に基づく具体的な取組や事例等を紹介する「キャリア教育推進の

手引き （仮称）の作成，キャリア・カウンセリングのプログラム開発・研修，また，啓」

発のための様々な施策が必要となってこよう。何よりも，キャリア教育の進展は，社会全

体が子どもたちとどのようにかかわっていくかということにかかっている。子どもたちに

とって最も身近な社会人・職業人である保護者や教員はもちろん，多くの大人が，自分は

何を考え，何に誇りを持ち，どういう仕事をしてきたかなど，自分のキャリアについて語

ることができるようになること，そのため大人自身が自己の在り方生き方を考えたり見直

したりする姿勢を持つことが大切である。

今後，そうした自覚に基づいて，キャリア発達を支援する社会的気運を醸成し，社会全

体で子どもたちに働きかけていくことが大きな課題であろう。



※ 太字は 「職業観・勤労観の育成」との関連が特に強いものを示す○職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例）－職業的（進路）発達にかかわる諸能力の育成の視点から ，

小 学 校
中 学 校 高 等 学 校

低 学 年 中 学 年 高 学 年
職業的（進路）発達の段階 進路の探索・選択にかかる基盤形成の時期 現実的探索と暫定的選択の時期 現実的探索・試行と社会的移行準備の時期

小～高等学校段階 ・自己及び他者への積極的関心の形成・発展 ・肯定的自己理解と自己有用感の獲得 ・自己理解の深化と自己受容○職業的 進路 発達課題（ ） （ ）
・身のまわりの仕事や環境への関心・意欲の向上 ・興味・関心等に基づく職業観・勤労観の形成 ・選択基準としての職業観・勤労観の確立各発達段階において達成しておくべき課題を，
・夢や希望，憧れる自己イメージの獲得 ・進路計画の立案と暫定的選択 ・将来設計の立案と社会的移行の準備進路・職業の選択能力及び将来の職業人として
・勤労を重んじ目標に向かって努力する態度の形成 ・生き方や進路に関する現実的探索 ・進路の現実吟味と試行的参加必要な資質の形成という側面から捉えたもの。

職業的（進路）発達にかかわる諸能力
発 達 を 促 す た め に 育 成 す る こ と が 期 待 さ れ る 具 体 的 な 能 力 ・ 態 度職 業 的 （ 進 路 ）

領域 領域説明 能力説明

人 【自他の理解能力】 ・自分の良さや個性が分かり，他者の良さや感情を ・自己の職業的な能力・適性を理解し，それを受他者の個性を ・自分の好きなことや嫌 ・自分のよいところを見つ ・自分の長所や欠点に気付
間 理解し，尊重する。 け入れて伸ばそうとする。尊重し，自己の 自己理解を深め，他者 なことをはっきり言う｡ ける。 き，自分らしさを発揮す

個性を発揮しな の多様な個性を理解し， ・友達と仲良く遊び，助 ・友達のよいところを認 る。 ・自分の言動が相手や他者に及ぼす影響が分かる。 ・他者の価値観や個性のユニークさを理解し，そ関
がら，様々な人 互いに認め合うことを大 け合う。 め，励まし合う。 話し合いなどに積極的に ・自分の悩みを話せる人を持つ。 れを受け入れる。係 ・
々とコミュニケ 切にして行動していく能 ・お世話になった人など ・自分の生活を支えている 参加し，自分と異なる意 ・互いに支え合い分かり合える友人を得る。形
ーションを図 力 に感謝し親切にする。 人に感謝する。 見も理解しようとする。成
り，協力・共同能
してものごとに ・あいさつや返事をす ・自分の意見や気持ちをわ ・思いやりの気持ちを持 ・ ・自己の思いや意見を適切に伝え，他者の意志等力 【コミュニケーション能 他者に配慮しながら，積極的に人間関係を築こう
取り組む。 る。 かりやすく表現する。 ち，相手の立場に立って を的確に理解する。力】 とする。

・人間関係の大切さを理解し，コミュニケーション ・異年齢の人や異性等，多様な他者と，場に応じ多様な集団・組織の中 ・ ありがとう」や「ご ・友達の気持ちや考えを理 考え行動しようとする。「
・異年齢集団の活動に進ん スキルの基礎を習得する。 た適切なコミュニケーションを図る。で，コミュニケーション めんなさい」を言う。 解しようとする。

で参加し，役割と責任を ・リーダーとフォロアーの立場を理解し，チームを ・リーダー・フォロアーシップを発揮して，相手や豊かな人間関係を築き ・自分の考えをみんなの ・友達と協力して，学習や
果たそうとする。 組んで互いに支え合いながら仕事をする。 の能力を引き出し，チームワークを高める。ながら，自己の成長を果 前で話す。 活動に取り組む。

たしていく能力 ・新しい環境や人間関係に適応する。 ・新しい環境や人間関係を生かす。

情 【情報収集・探索能力】 ・身近で働く人々の様子 ・いろいろな職業や生き方 ・身近な産業・職業の様子 ・産業・経済等の変化に伴う職業や仕事の変化のあ ・卒業後の進路や職業・産業の動向について，多学ぶこと・働
報 が分かり，興味・関心 があることが分かる。 やその変化が分かる。 らましを理解する。 面的・多角的に情報を集め検討する。くことの意義や 進路や職業等に関する

役割及びその多 様々な情報を収集・探索 ・分からないことを，図鑑 ・就職後の学習の機会や上級学校卒業時の就職等活 を持つ。 ・自分に必要な情報を探 ・上級学校・学科等の種類や特徴及び職業に求めら
様性を理解し， するとともに，必要な情 などで調べたり，質問し に関する情報を探索する。用 す。 れる資格や学習歴の概略が分かる。

能 ・生き方や進路に関する情報を，様々なメディアを ・職業生活における権利・義務や責任及び職業に幅広く情報を活 報を選択・活用し，自己 たりする。 ・気付いたこと，分かった
力 通して調査・収集・整理し活用する。 就く手続き・方法などが分かる。用して，自己の の進路や生き方を考えて ことや個人・グループで

進路や生き方の いく能力 まとめたことを発表す ・必要応じ 獲得した情報に創意工夫を加え 提示 ・調べたことなどを自分の考えを交え，各種メデ， ， ，
選択に生かす。 る。 発表，発信する。 ィアを通して発表・発信する。

【職業理解能力】 ・係や当番の活動に取り ・係や当番活動に積極的に ・施設・職場見学等を通 ・将来の職業生活との関連の中で，今の学習の必要 ・就業等の社会参加や上級学校での学習等に関す
組み，それらの大切さ かかわる。 し，働くことの大切さや 性や大切さを理解する。 る探索的・試行的な体験に取り組む。様々な体験等を通して，
が分かる。 ・働くことの楽しさが分か 苦労が分かる。 ・体験等を通して，勤労の意義や働く人々の様々な ・社会規範やマナー等の必要性や意義を体験を通学校で学ぶことと社会・

る。 ・学んだり体験したりした 思いが分かる。 して理解し，習得する。職業生活との関連や，今
ことと，生活や職業との ・多様な職業観・勤労観を理解し，職業・勤労にしなければならないこと ・係・委員会活動や職場体験等で得たことを，以後
関連を考える。 対する理解・認識を深める。などを理解していく能力 の学習や選択に生かす。

将 【役割把握・認識能力】 ・家の手伝いや割り当て ・互いの役割や役割分担の ・社会生活にはいろいろな ・自分の役割やその進め方，よりよい集団活動のた ・学校・社会において自分の果たすべき役割を自夢や希望を持
来 られた仕事・役割の必 必要性が分かる。 役割があることやその大 めの役割分担やその方法等が分かる。 覚し，積極的に役割を果たす。って将来の生き 生活・仕事上の多様な
設 要性が分かる。 ・日常の生活や学習と将来 切さが分かる。 ・日常の生活や学習と将来の生き方との関係を理解 ・ライフステージに応じた個人的・社会的役割や方や生活を考 役割や意義及びその関連
計 の生き方との関係に気付 ・仕事における役割の関連 する。 責任を理解する。え，社会の現実 等を理解し，自己の果た
能 く。 性や変化に気付く。 ・様々な職業の社会的役割や意義を理解し，自己の ・将来設計に基づいて，今取り組むべき学習や活を踏まえなが すべき役割等についての
力 生き方を考える。 動を理解する。ら，前向きに自 認識を深めていく能力

己の将来を設計
【計画実行能力】 ・作業の準備や片づけを ・将来の夢や希望を持つ。 ・将来のことを考える大切 ・将来の夢や職業を思い描き，自分にふさわしい職 ・生きがい・やりがいがあり自己を生かせる生きする。

する ・計画づくりの必要性に気 さが分かる。 業や仕事への関心・意欲を高める。 方や進路を現実的に考える。目標とすべき将来の生
・決められた時間やきま 付き，作業の手順が分か ・憧れとする職業を持ち， ・進路計画を立てる意義や方法を理解し，自分の目 ・職業についての総合的・現実的な理解に基づいき方や進路を考え，それ
りを守ろうとする。 る。 今，しなければならない 指すべき将来を暫定的に計画する。 て将来を設計し，進路計画を立案する。を実現するための進路計

ことを考える。 ・将来の進路希望に基づいて当面の目標を立て，そ ・将来設計，進路計画の見直し再検討を行い，そ画を立て，実際の選択行 ・学習等の計画を立てる。
の達成に向けて努力する。 の実現に取り組む。動等で実行していく能力

意 【選択能力】 ・自分の好きなもの，大 ・自分のやりたいこと，よ ・係活動などで自分のやり ・自己の個性や興味・関心等に基づいて，よりよい ・選択の基準となる自分なりの価値観，職業観・自らの意志と
思 切なものを持つ。 いと思うことなどを考 たい係，やれそうな係を 選択をしようとする。 勤労観を持つ。責任でよりよい 様々な選択肢について
決 え，進んで取り組む。 選ぶ。 ・選択の意味や判断・決定の過程，結果には責任が ・多様な選択肢の中から，自己の意志と責任で当選択・決定を行 比較検討したり，葛藤を ・学校でしてよいことと
定 伴うことなどを理解する。 面の進路や学習を主体的に選択する。うとともに，そ 克服したりして，主体的 悪いことがあることが ・してはいけないことが分 ・教師や保護者に自分の悩
能 ・進路希望を実現するための諸条件や課題を理解の過程での課題 に判断し，自らにふさわ 分かる。 かり，自制する。 みや葛藤を話す。 ・教師や保護者と相談しながら，当面の進路を選択
力 し，実現可能性について検討する。や葛藤に積極的 しい選択・決定を行って し，その結果を受け入れる。

・選択結果を受容し，決定に伴う責任を果たす。に取り組み克服 いく能力
する。

【課題解決能力】 ・自分のことは自分で行 ・自分の仕事に対して責任 ・将来設計，進路希望の実現を目指して，課題を・生活や学習上の課題を見 ・学習や進路選択の過程を振り返り，次の選択場面
おうとする。 を感じ，最後までやり通 設定し，その解決に取り組む。意思決定に伴う責任を つけ，自分の力で解決し に生かす。

そうとする。 ・よりよい生活や学習，進路や生き方等を目指して ・自分を生かし役割を果たしていく上での様々な受け入れ，選択結果に適 ようとする。
・自分の力で課題を解決し ・将来の夢や希望を持ち， 自ら課題を見出していくことの大切さを理解する 課題とその解決策について検討する。応するとともに，希望す 。

る進路の実現に向け，自 ・理想と現実との葛藤経験等を通し，様々な困難ようと努力する。 実現を目指して努力しよ ・課題に積極的に取り組み，主体的に解決していこ
ら課題を設定してその解 を克服するスキルを身につける。うとする。 うとする。
決に取り組む能力

参考１
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教員研修 プログラム (例)

「キャリア・カウンセリング研修（基礎 」）

１ 目 的
子どもたちが、自己の可能性や適性についての自覚を深め、自らの意志と責任で進路を選

択できるようにすることは極めて重要である。今、学校においては、そのためのきめ細かな
指導・援助を、一人一人に適切に行うことが求められている。
このため、教員一人一人が、キャリア教育の概念及びキャリア発達のための諸能力を理解

し、児童生徒や保護者等とのコミュニケーションのスキル（技能や能力）等、カウンセリン
グの基礎的な能力・態度・技能を習得するための研修を実施する。

２ 対 象
各都道府県・政令指定都市等教育委員会指導主事
小・中・高等学校教員（原則として教員歴 年以上が望ましい ）5 。

３ 研修時間
時間 時間15 ~20

４ 研修内容
( )キャリア教育の基礎となる知識1

①キャリア教育についての理解
②児童生徒の心理的･社会的発達についての理解
③児童生徒の生きる社会環境についての理解

( )実践方法に関する知識2
④児童生徒を理解することの意味と方法
⑤職業にかかわる体験的活動の意義と生かし方

( )カウンセリングの基礎の習得3
⑥コミュニケーションのための基礎的能力と態度の習得
⑦カウンセリングについての基礎的理解とカウンセリングプロセスの理解
⑧多様な相談場面の理解

５ 研修計画例（３日間）
第１日

「講義・演習」題目 目 的
１ 講義 「キャリア・カウン キャリア・カウンセリングとその研修の意義を理解するこ

セリング研修」の意 とにより、参加者の研修への意識を高める。
義と参加の心構え

２ 講義 キャリア教育につい キャリア教育の概念について理解するとともに、キャリア
演習 ての理解 発達の中核となる能力についての理解を深め、日常生活で

の活動とつなげることができるようにする。
３ 演習 コミュニケーション 言語的コミュニケーションの基礎である「話す能力」の体

スキルの基礎Ⅰ 系的な実習を通して、その意味を理解するとともに、キャ
（２の講義内容を材 リア教育におけるその意味の理解を深める。
料として）

参考２
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４ 講義 児童生徒の心理的・ 児童生徒の心理的・社会的発達について学び、小・中・高
演習 社会的発達の理解 等学校段階における児童生徒理解と、それをキャリア教育

の実践に生かすことができるようにする。
５ 演習 コミュニケーション コミュニケーションの基礎である「話す能力」と「聞く能

スキルの基礎Ⅱ 力」を体験し、それぞれの機能の意味を理解する。同時に
（ ４の講義内容を材 児童生徒の指導におけるそれらの意味の理解を深める。
料として）

第２日
「講義・演習」題目 目 的

６ 講義 児童生徒の生きる社 高等学校卒業者等の進路の現状とそれらを取り巻く社会の
演習 会環境 職業や産業 環境の変化について理解するとともに、職業生活にかかわ（ ）

についての理解 る制度や法規について理解する。
７ 講義 職業にかかわる体験 職業にかかわる体験的活動の意義を理解するとともに、そ

演習 的活動の意義と生か の活動と事前事後の取組を通してキャリア・カウンセリン
し方 グの実際を学ぶ。

８ 講義 児童生徒を理解する キャリア教育、キャリア・カウンセリングにおける児童生
演習 ことの意味と方法 徒理解の意味と方法について理解する。

第３日
「講義・演習」題目 目 的

９ 演習 コミュニケーション カウンセリングの基礎であるコミュニケーションの能力を
スキルの向上 向上させるため、これまでの演習で学んだ「話す能力」と

「聞く能力」に加え 「観察する能力」の大切さを体験的に、
習得する。

、 、10 講義 キャリア・カウンセ キャリア・カウンセリングについて 正確な知識を習得し
演習 リングについての理 教員としてカウンセリング能力の必要性とその意義につい

解 て理解を深める。
（ ） 。11 演習 カウンセリングプロ カウンセリングにおいてはプロセス 過程 が重要である

セス－相談関係づく ロールプレイングやビデオ教材を通して、面接を実施する
りの大切さを知る－ 際の相談関係づくりの大切さとその方法等について体験的

に理解する。
講義 多様な相談場面の理 学校で行われる面接相談場面におけるカウンセリングの基12

解と研修のまとめ 本的スキルの応用について理解を深める。さらに、それぞ
れの面接の特徴を理解し、実践上の留意すべき事項を理解
する。
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「キャリア・カウンセリング研修（専門 」）

１ 目 的
今、学校においては、キャリア・カウンセリングの専門性を身に付け、キャリア教育を推

進するための中心的な役割を果たす教員が求められている。
このため、カウンセリングの技法、キャリア発達、職業や産業社会等に関する専門的な知

識や技能、また、カリキュラム開発、コーディネート、コミュニケーション、マネージメン
ト能力等、この中核となる教員が身に付けておくべき能力･態度・技能を習得するための研修
を実施する。

２ 対 象
各都道府県・政令指定都市等教育委員会指導主事、小・中・高等学校教員で 「キャリア・、

カウンセリング研修（基礎 」を修了した者。）
なお、教員にあっては、進路指導主事等主任歴 年以上の経験を有することが望ましい。1

３ 研修時間
時間 時間15 ~20

４ 研修内容
( )プログラム開発･運営能力の向上1
( )キャリア・カウンセリング能力の向上2
( )コンサルテーションについての理解と基礎能力の向上3
( )コーディネーションについての理解と基礎能力の向上4
( )インストラクションについての基礎能力の向上5

５ 研修計画例（３日間）

第１日
「講義・演習」題目 目 的

１ 講義 研修の趣旨と参加者 本研修の趣旨を理解するとともに、各学校のキャリア教育
の課題 の中核となる参加者の課題意識の顕在化を図り、研修効果

を高める。
２ 演習 コミュニケーション キャリア・カウンセリング研修（基礎）で習得したコミュ

スキルの基礎の復習 ニケーションスキルの基礎の復習と、指導者としてコミュ
ニケーションスキルの研修を行うときの留意事項を学習す
る。

３ 演習 グループダイナミッ ガイダンス活動や教育活動の多くは、小集団を通して行わ
講義 クス（集団における れる。そこで、集団で行うことのメリットとデメリット、

力学）の基本 及び集団の効果を高めるためのポイントを実践的に理解す
るとともに、集団活動と個別対応との組み合わせの意味を
理解する。

４ 演習 プログラム開発・運 キャリア教育のプログラムを開発し、相互に評価しあう実
営能力Ⅰ 習を通して、校内においてキャリア教育を推進していくた
－プログラム開発能 めに必要とする、コンサルタント、コーディネーターとし
力の向上－ ての役割を体得する。各校種ごとに小グループに分かれ、

各自開発してきたプログラムを提案し、評価しあう。
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第２日
「講義・演習」題目 目 的

５ 演習 プログラム開発・運 ４の演習で開発したプログラムを評価しあうことにより、
講義 営能力Ⅱ プログラムの開発・運営・評価の各能力を高めていく。さ

－プログラム開発･評 らに、各校種におけるプログラムの理解を通し、各発達段
価能力の向上－ 階における諸能力の育成の重要性を理解する。

６ 演習 インストラクション キャリア・カウンセリング研修（基礎）等での指導者とし
講義 能力の向上 てキャリア教育の意義や考え方等を踏まえた指導内容・方

－キャリア教育につ 法等の計画を立案・実施し、受講者に応じて効果的かつ明
いての理解の深化－ 確に教授（インストラクション）する能力を育成する。

７ 演習 ヘルピングスキルの 職業･進路情報を活用することにより、カウンセリングの重
、 、向上 要な部分である 課題の明確化と対応の過程に焦点を当て

－職業・進路情報の ヘルピングスキル（援助する技能や能力）を向上させる。
活用－

第３日
「講義・演習」題目 目 的

８ 演習 カウンセリングプロ カウンセリングを実践するための知識やスキル、およびそ
講義 セスの基本の実践 れらに内在する倫理について、ビデオや逐語録等を使って

その基本を習得する。
９ 演習 ケーススタディの基 カウンセリング能力を向上させるための方法としてのケー

（ ） 、 、 、講義 本 ススタディ 事例研究 の意義 利点 効果的な生かし方
ケース会議の持ち方と留意点について理解を深め、指導す
る能力を身に付ける。

講義 ポートフォリオの活 ポートフォリオは、児童生徒の諸能力・態度・技能の習得10
用 の履歴を把握し、児童生徒のキャリア発達を評価するもの

であること、そして、その活用によって児童生徒自身に自
己の能力等やキャリア発達を自覚させ、自己の成長に気付
かせ、将来への目標を持たせることができることを理解す
る。

講義 コンサルテーション キャリア教育の中核を担う教員には、個々の生徒への援助11
能力の基本 のみならず、その生徒の指導・援助にかかわる担任、保護

者等に対しても援助する能力が求められる この活動を コ。 「
ンサルテーション」と呼ぶ。その留意点を理解するととも
にコンサルテーションの基本能力を習得する。

演習 コーディネーション 学校等においては、組織内（例：校務分掌同士等）や組織12
能力の向上 外（例：求人先事業所、ハローワーク等）の活動や関係を

目的に沿って効果的に働くよう調整（コーディネート）す
ることが求められる。この活動を「コーディネーション」
と呼ぶ。このコーディネーションの基本・留意点を理解す
るとともにコーディネーションの基本能力を習得する。
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１．中学校卒業者の進路の推移

〔中学校〕 （各年３月卒業）

進 路 別 内 訳

区 分 卒業者数 高等学校等 専修学校 専修学校 就 職 者 左 記 以 死 亡 ・
(高等課程) (一般課程) 外 の 者 不詳の者

進 学 者 進 学 者 等入学者

％ ％ ％ ％ ％ ％
昭和４０年 2,359,558 ７０．７ … ＊ ２６．５ ５．７ ０．４

５０ 1,580,495 ９１．９ … ＊ ５．９ ３．９ ０．２
６０ 1,882,034 ９４．１ ０．６ １．７ ３．７ ０．９ ０．０

平成 ２ 1,981,503 ９５．１ ０．９ １．１ ２．８ ０．９ ０．０
７ 1,622,198 ９６．７ ０．５ ０．６ １．５ ０．９ ０．０

１０ 1,511,845 ９６．８ ０．４ ０．５ １．３ １．２ ０．０
１１ 1,502,711 ９６．９ ０．４ ０．４ １．１ １．３ ０．０
１２ 1,464,760 ９７．０ ０．３ ０．４ １．０ １．４ ０．０
１３ 1,410,403 ９６．９ ０．３ ０．３ １．０ １．５ ０．０
１４ 1,365,471 ９７．０ ０．４ ０．３ ０．９ １．５ ０．０
１５ 1,325,208 ９７．３ ０．３ ０．３ ０．８ １．４ ０．０

２．高等学校卒業者の進路の推移
〔高等学校〕 （各年３月卒業）

進 路 別 内 訳

区 分 卒業者数 大 学 等 専修学校 専修学校 就 職 者 左 記 以 死 亡 ・
進 学 者 (専門課程) (一般課程) 外 の 者 不詳の者

進 学 者 等入学者

％ ％ ％ ％ ％ ％
昭和４０年 ２５．５ … ＊ ６０．４ １４．２ ０．９1,160,075

５０ ３４．２ … ＊ ４４．６ ２１．７ ０．６1,327,407
６０ ３０．５ １１．４ １３．３ ４１．１ ４．８ ０．２1,373,713

平成 ２ １５．８ １４．０ ０．１1,766,917 ３０．６ ３５．２ ５．２
７ １６．７ １３．７ ０．１1,590,720 ３７．６ ２５．６ ７．１

１０ １６．４ １１．０ ０．０1,441,061 ４２．５ ２２．７ ７．９
１１ １６．８ ９．９ ０．０1,362,682 ４４．２ ２０．２ ９．３
１２ １７．２ ９．５ ０．０1,328,902 ４５．１ １８．６ １０．０
１３ 1,326,844 ４５．１ １７．５ ９．４ １８．４ ９．８ ０．１
１４ 1,314,809 ４４．８ １８．０ ９．０ １７．１ １０．５ ０．０
１５ 1,281,334 ４４．６ １８．９ ９．０ １６．６ １０．３ ０．０

１ 「高等学校等進学者」とは，高等学校・中等教育学校後期課程・盲・聾・養護学校高等部の本科，
別科及び高等専門学校へ進んだ者であり，「大学等進学者」とは，大学の学部，短期大学の本科，大
学・短期大学の通信教育部，大学・短期大学の別科，高等学校等の専攻科への進学者である。

２ 「就職者」には，進学しかつ就職した者を含む。
３ ＊は「左記以外の者」に含まれている。
４ 「左記以外の者」とは，家事手伝をしている者，外国の高等学校・大学等に入学した者，「進学

者」にも「就職者」にも該当しない者で進路が未定であることが明らかな者である。
出典：学校基本調査



３．短期大学卒業者の進路の推移

〔短期大学〕 （各年３月卒業）

進 路 別 内 訳

区 分 卒業者数 大学等 就 職 者 死亡・進学も就職もしなかった者

への進 不詳一時的な 左記以
外の者学者 男 女 就労者

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
昭和４０年 55,728 7.7 63.8 84.1 57.4 … 23.3 7.0

５０ 140,938 3.7 73.3 75.6 73.0 … 17.8 5.4
６０ 174,624 3.0 80.7 72.6 81.3 … 13.3 3.1

平成 ２ 208,358 3.3 87.0 72.9 88.1 1.0 7.0 1.7
７ 246,474 5.8 65.4 57.3 66.0 4.4 20.8 3.6

１０ 207,528 8.0 65.7 51.6 67.0 5.0 18.6 2.6
１１ 193,190 8.8 59.1 44.3 60.5 8.0 21.8 2.3
１２ 177,909 9.4 56.0 41.3 57.4 9.1 23.4 2.0
１３ 156,837 10.2 59.1 44.4 60.5 8.0 20.9 1.8
１４ 130,595 10.2 60.3 47.2 61.6 8.5 19.5 1.5
１５ 119,151 11.1 59.7 46.3 61.1 8.4 19.4 1.5

４．大学卒業者の進路の推移

〔大 学〕 （各年３月卒業）

進 路 別 内 訳

区 分 卒業者数 大学院 就 職 者 臨床 死亡・進学も就職もしなかった者

等への 研修医 左記以 不詳一時的な

進学者 男 女 外の者就労者

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
昭和４０年 162,349 4.9 83.4 86.6 66.7 1.8 … 4.4 5.5

５０ 313,072 4.9 74.3 77.5 62.8 0.8 … 9.8 10.1
６０ 373,302 5.9 77.2 78.8 72.4 1.9 … 9.0 6.0

平成 ２ 400,103 6.8 81.0 81.0 81.0 1.8 0.9 5.6 3.9
７ 493,277 9.4 67.1 68.7 63.7 1.4 1.9 13.8 6.5

１０ 529,606 9.4 65.6 66.2 64.5 1.3 2.3 15.4 6.1
１１ 532,436 10.1 60.1 60.3 59.8 1.2 3.0 19.9 5.6
１２ 538,683 10.7 55.8 55.0 57.1 1.1 4.2 22.5 5.7
１３ 545,512 10.8 57.3 55.8 59.6 1.2 3.9 21.3 5.5
１４ 547,711 10.9 56.9 54.9 60.0 1.3 4.2 21.7 5.0
１５ 544,894 11.4 55.0 52.6 58.8 1.5 4.6 22.5 4.9

１ 「就職者」には，「大学院，大学等への進学者」のうち就職している者も含む。
２ 「左記以外の者」とは，家事の手伝い，研究生として学校に残っている者及び専修学校・各種学校

・外国の学校・職業能力開発施設等へ入学した者，又は就職でも「進学者」でもないことが明らかな
者である。

出典：学校基本調査



図５　卒業者数，就職者数及び就職率等の推移［高等学校］

0

50

100

150

200

25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 ２ ４ ６ ８ 10 12 14

卒
　
業
　
者
　
数

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

就
職
率
・
進
学
率
等

（万人） （％）

就　　職　　率

卒　　業　　者　　数

進学も就職もしていない者の比率

うち就職者総数

年３月卒業

大学等進学率

(注）　１「進学も就職もしていない者」は，家事手伝いをしている者，外国の大学等に入学した者又は進路が未定であることが明らかな者である。
 　　　２昭和５０年以前の「進学も就職もしていない者」には，各種学校，公共職業能力開発施設等入学者を含む。

うち進学も就職もしていない者

15

10.3%
16.6%

44.6%

昭 平



図６ 卒業者数、就職者数及び就職率等の推移［短期大学（本科）］

0

50

100

150

200

250

300

昭26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 平元 ３ ５ ７ ９ 11 13 15

卒
　
業
　
者
　
数

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

就
職
率
・
進
学
率
等

過去最高 平３年 87.0%

卒業者数

（千人） （％）

年３月
卒業

うち就職者数

就職率

大学等への進学率

過去最低 昭31年 52.3%

59.7%

11.1%

進学も就職もしていない者の比率

19.4%

（注）「進学も就職もしていない者」とは、就職でも進学でもないことが明らかな者で、例えば、家事の手伝い，研究生として学校に残っている者及び
　　専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発校等への入学者もこの欄に含まれるが、一時的な仕事に就いた者は含まない。



図７  卒業者数、就職者数及び就職率等の推移［大学（学部）］
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（注）棒グラフの上の値は求人倍率

８．高校新卒者の求人・求職・就職内定率の推移（３月末現在）【厚生労働省調べ】
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（注） この離職率は厚生労働省が管理している雇用保険被保険者の記録を基に算出したものであり、新規に被保険者資

９．新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移

　　　年月日と生年月日により各学歴に区分している。
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１０．最近２～３年に採用した高卒採用者に対する評価
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１１．中学在学時に指導してほしかった事柄

１２．高等学校の進路指導への要望

１１．中学在学時に指導してほしかった事柄
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36.1%

32.8%

25.1%

22.1%

21.6%

21.4%

19.0%

7.6%

3.9%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分の個性や適性を考える学習

進路選択の考え方や方法

進路に関する情報の入手方法とその利用の仕方

上級学校の教育内容や特色

将来の生き方や人生設計

学ぶことや働くことの意義目的

産業や職業の種類や内容

上級学校の合格可能性

進路相談の仕方や内容

ほとんど学習しなかったのでわからない。

その他

１２．高等学校の進路指導への要望

43.1%

26.3%

26.2%
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資料：文部省「中学校における進路指導に関する総合的実態調査報告書(平成11年3月）」
　　　　(公立中学校3年生について抽出調査、標本数＝３，６４７）

資料：文部科学省「高校生の就職問題検討会議報告(平成13年2月）」
　　　　(就職を希望している高校3年生について抽出調査、標本数＝９６２）



１３． 平成１４年度 インターンシップの実施状況（全日制高等学校）

（文部科学省調べ）

１ 学科別実施率（公立）
（％）

職業に その他 総 合その他の職業
農 業 工 業 商 業 水 産 家 庭 看 護 情 報 福 祉 関する 普通科 全 体

学科計 の学科 学 科に関する学科

平成９年度 44.0 14.6 26.4 29.3 56.1 － － － － 28.2 － － － －

平成１０年度 60.7 27.6 31.1 49.0 41.0 100.0 － － － 40.3 5.7 － 37.8 20.9

平成１１年度 62.7 43.3 39.8 44.7 48.8 100.0 － － 27.6 47.7 7.4 1.2 43.0 22.7

平成１２年度 75.1 59.9 53.0 73.5 49.1 100.0 － 82.6 57.9 60.9 14.6 4.4 64.2 31.9

平成１３年度 73.6 73.5 62.4 80.4 53.7 86.9 0.0 89.5 88.9 67.8 21.7 7.8 69.1 38.9

平成１４年度 79.4 77.3 71.0 87.0 65.4 78.3 50.0 66.7 81.8 74.1 32.0 9.7 76.2 47.1

（ －」はその年度について、調査を実施していない ）「 。

２ 実施学科数及び体験生徒数（公立）

職業に その他 総 合そ の 他 の職 業
農 業 工 業 商 業 水 産 家 庭 看 護 情 報 福 祉 関する 普通科 全 体

学科計 の学科 学 科に 関 す る学 科

286 416 426 40 185 47 1 16 9 1,426 882 37 115 2,460実施学科数（単位

(111) (119) (114) (11) (47) (34) (0) (11) (3) (450) (133) (6) (41) (630)認定学科数 校）（ ）

体験した生徒数
20,018 36,305 39,080 1,809 9,272 5,266 37 1,181 506 113,474 52,263 1,238 14,191 181,166

（人）

３ 年間を通 して１回
15,706 28,196 31,083 1,456 6,883 2,584 0 575 263 86,746 33,147 536 9,187 129.616

でも体験した３年生
(45.4) (32.4) 38.4) (39.5) 49.3 (89.0) (0) (70.1) (21.5) (38.5) (5.5) (2.6) (40.1) (14.9)（ （ ）

（ ）（ ）の 数 人 注

（注） （ ）内はその学科の３年生全体に占める割合 ％）（

３ 学年別体験生徒数（公立）

職業に関する学科 普 通 科 その他の学科 総 合 学 科 合 計

１１，３５６人 １６，８６５人 ４０２人 ９，１４６人 ３７，７６９人
１ 年 生

（１０．０％） （３２．３％） （３２．５％） （６４．４％） （２０．９％）

８０，４４９人 ２５，８２２人 ６４９人 ３，７８６人 １１０，７０６人
２ 年 生

（７０．９％） （４９．４％） （５２．４％） （２６．７％） （６１．１％）

２１，６６９人 ９，５７６人 １８７人 １，２５９人 ３２，６９１人
３ 年 生

（１９．１％） （１８．３％） （１５．１％） （８．９％） （１８．０％）

１１３，４７４人 ５２，２６３人 １，２３８人 １４，１９１人 １８１，１６６人
合 計

（１００．０％） （１００．０％） （１００．０％） （１００．０％） （１００．０％）



１４．公立中学校における職場体験の実施状況等（平成14年度）
（国立教育政策研究所調べ）

１　職場体験の実施状況（平成１４年度調査時点）
　※（）は１３年度の数値

　（１）学校別実施状況

(参考)都道府県・指定都市の実施率の分布
0 (0) 0 (1) 22 (21)
0 (0) 1 (3) 23 (12)
0 (1) 4 (7) 6 (5)
1 (0) 2 (9)

　（２）学年別・期間別実施状況

1,302校 (1,373校) 335校 (262校) 408校 (308校) 26校 (21校) 12校 (11校) 15校 (17校)
62.1% (68.9%) 16.0% (13.2%) 19.4% (15.5%) 1.2% (1.1%) 0.6% (0.6%) 0.7% (0.9%)

3,173校 (3,408校) 1,943校 (1,474校) 1,468校 (1,140校) 225校 (189校) 753校 (663校) 53校 (58校)
41.7% (49.2%) 25.5% (21.3%) 19.3% (16.4%) 3.0% (2.7%) 9.9% (9.6%) 0.7% (0.8%)

1,043校 (1,112校) 516校 (408校) 279校 (191校) 49校 (38校) 33校 (12校) 37校 (23校)
53.3% (62.3%) 26.4% (22.9%) 14.3% (10.7%) 2.5% (2.1%) 1.7% (0.7%) 1.9% (1.3%)

5,518校 (5,893校) 2,794校 (2,144校) 2,155校 (1,639校) 300校 (248校) 798校 (686校) 105校 (98校)
47.3% (55.0%) 23.9% (20.0%) 18.5% (15.3%) 2.6% (2.3%) 6.8% (6.4%) 0.9% (0.9%)

　（３）職場体験の教育課程等への位置付けの状況等（複数回答可）

　（４）職場体験推進のための都道府県(指定都市)の独自事業の実施状況

22 (24) 0 (0) 1 (0) 36 (35)

　（５）職場体験推進のための市町村(指定都市は除く)の独自事業の実施状況

219 (101)

※　実施期間は、実際に事業所等で体験活動を行う期間とし、事前･事後指導等の時間(期間)は含めない。

※　２つ以上に該当する場合は、その全てをカウント。
※　実際に事業所等で行う体験活動を対象とし、事前・事後指導等は含めない。

13.5% (14.1%)

教育課程等への位置付け

参　　加　　形　　態

原則として当該学年の全員
が参加

選択・希望者等当該学年の
一部の生徒が参加

(34校)
11.0% (17.3%)

145校 (171校)
(89.2%)

51校 (43校)
2.5% (1.6%)

302校 (331校)
4.5% (6.6%)

19校(187校)
89.5% (95.4%)

(1,078校)

(99.1%)

6,394校 (4,823校)
96.2% (96.6%)

(32.2%)

(4,992校)
(59.8%)

931校

1,980校
97.8%

154校

86.9%11.9%

2,024校
22.5%

6,646校
74.0%

172校
1.9%

1,071校

特別活動での実施

総合的な学習の時間
で実施

教科の授業で実施

教育課程には位置付けず
長期休業期間等に実施

実施している

実施している H15から実施
予定である

実施に向けて
検討中

(2,689校) (2,666校)

予定なし

５日３日 ４日

(196校)
(2.3%)

(1,209校)
(14.5%)

　～３０％ 　～７０％ １００％
　～４０％ 　～８０％

０～１０％ 　～５０％ 　～９０％
　～２０％ 　～６０％ 　～９９％

86.9% (80.5%)
公立中学校数 実施学校数 実施率

10,335校 (10,367校) 8,976校 (8,341校)

全体

実　　　施　　　期　　　間
学年

１年生

２年生

３年生

１日 ２日 ６日以上



１５．新学習指導要領における進路及び職業に関する主な記述

小学校
第１章 第３ ２ 総合的な学習の時間においては，次のようなねらいをもって指導を行うものと

総則 総合的な学習の時 する。

間の取扱い (2) 学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主体的，創造的に

取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができるようにすること。

５ 総合的な学習の時間の学習活動を行うに当たっては，次の事項に配慮するもの

とする。

(1) 自然体験やボランティア活動などの社会体験，観察・実験，見学や調査，発表

や討論，ものづくりや生産活動など体験的な学習，問題解決的な学習を積極的に

取り入れること。

第５ ２ 以上のほか，次の事項に配慮するものとする。

指導計画の作成等 (4) 各教科等の指導に当たっては，児童が学習課題や活動を選択したり，自らの将

に当たって配慮す 来について考えたりする機会を設けるなど工夫すること。

べき事項

第４章 第２ Ａ 学級活動

特別活動 内容 学級活動においては，学級を単位として，学級や学校の生活の充実と向上を図

り，健全な生活態度の育成に資する活動を行うこと。

(1) 学級や学校の生活の充実と向上に関すること。

学級や学校における生活上の諸問題の解決，学級内の組織づくりや仕事の分担

処理など

(2) 日常の生活や学習への適応及び健康や安全に関すること。

希望や目標をもって生きる態度の形成，基本的な生活習慣の形成，望ましい人

間関係の育成，学校図書館の利用，心身ともに健康で安全な生活態度の形成，学

校給食と望ましい食習慣の形成など

Ｄ 学校行事

学校行事においては，全校又は学年を単位として，学校生活に秩序と変化を与

え，集団への所属感を深め，学校生活の充実と発展に資する体験的な活動を行う

こと。

(5) 勤労生産・奉仕的行事

勤労の尊さや生産の喜びを体得するとともに，ボランティア活動など社会奉仕

の精神を涵養する体験が得られるような活動を行うこと。

第３ １ 指導計画の作成に当たっては，次の事項に配慮するものとする。

指導計画の作成と (2) 学級活動などにおいて，児童が自ら現在及び将来の生き方を考えることができ

内容の取扱い るよう工夫すること。

※ 各教科，道徳での記述は省略

中学校
第１章 第４ ２ 総合的な学習の時間においては，次のようなねらいをもって指導を行うものと

総則 総合的な学習の時 する。

間の取扱い (2) 学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主体的，創造的に

取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができるようにすること。

５ 総合的な学習の時間の学習活動を行うに当たっては，次の事項に配慮するもの

とする。

(1) 自然体験やボランティア活動などの社会体験，観察・実験，見学や調査，発表

や討論，ものづくりや生産活動など体験的な学習，問題解決的な学習を積極的に

取り入れること。



第６ ２ 以上のほか，次の事項に配慮するものとする。

指導計画の作成等 (4) 生徒が自らの生き方を考え主体的に進路を選択することができるよう，学校の

に当たって配慮す 教育活動全体を通じ，計画的，組織的な進路指導を行うこと。

べき事項 (5) 生徒が学校や学級での生活によりよく適応するとともに，現在及び将来の生き

方を考え行動する態度や能力を育成することができるよう，学校の教育活動全体

を通じ，ガイダンスの機能の充実を図ること。

第４章 第２ Ａ 学級活動

特別活動 内容 学級活動においては，学級を単位として，学級や学校の生活への適応を図ると

ともに，その充実と向上，生徒が当面する諸課題への対応及び健全な生活態度の

育成に資する活動を行うこと。

(2) 個人及び社会の一員としての在り方，健康や安全に関すること。

ア 青年期の不安や悩みとその解決，自己及び他者の個性の理解と尊重，社会の

一員としての自覚と責任，男女相互の理解と協力，望ましい人間関係の確立，

ボランティア活動の意義の理解など

イ 心身ともに健康で安全な生活態度や習慣の形成，性的な発達への適応，学校

給食と望ましい食習慣の形成など

(3) 学業生活の充実，将来の生き方と進路の適切な選択に関すること。

学ぶことの意義の理解，自主的な学習態度の形成と学校図書館の利用，選択教

科等の適切な選択，進路適性の吟味と進路情報の活用，望ましい職業観・勤労観

の形成，主体的な進路の選択と将来設計など

Ｃ 学校行事

学校行事においては，全校又は学年を単位として，学校生活に秩序と変化を与

え，集団への所属感を深め，学校生活の充実と発展に資する体験的な活動を行う

こと。

(5) 勤労生産・奉仕的行事

勤労の尊さや創造することの喜びを体得し，職業や進路にかかわる啓発的な体

験が得られるようにするとともに，ボランティア活動など社会奉仕の精神を養う

体験が得られるような活動を行うこと。

第３ １ 指導計画の作成に当たっては，次の事項に配慮するものとする。

指導計画の作成と (2) 生徒指導の機能を十分に生かすとともに，教育相談(進路相談を含む。)につい

内容の取扱い ても，生徒の家庭との連絡を密にし，適切に実施できるようにすること。

(3) 学校生活への適応や人間関係の形成，選択教科や進路の選択などの指導に当た

っては，ガイダンスの機能を充実するよう学級活動等の指導を工夫すること。

※ 各教科，道徳での記述は省略

高等学校
第１章 第１款 ４ 学校においては，地域や学校の実態等に応じて，就業やボランティアにかかわ

総則 教育課程編成の一 る体験的な学習の指導を適切に行うようにし，勤労の尊さや創造することの喜び

般方針 を体得させ，望ましい勤労観，職業観の育成や社会奉仕の精神の涵養に資するも

のとする。

第２款 ５ 学校設定教科

各教科・科目及び (2) 学校においては，学校設定教科に関する科目として｢産業社会と人間｣を設ける

単位数等 ことができる。この科目の目標，内容，単位数等を各学校において定めるに当た

っては，産業社会における自己の在り方生き方について考えさせ，社会に積極的

に寄与し，生涯にわたって学習に取り組む意欲や態度を養うとともに，生徒の主

体的な各教科･科目の選択に資するよう，就業体験等の体験的な学習や調査･研究

などを通して，次のような事項について指導することに配慮するものとする。

ア 社会生活や職業生活に必要な基本的な能力や態度及び望ましい勤労観，職業観

の育成



イ 我が国の産業の発展とそれがもたらした社会の変化についての考察

ウ 自己の将来の生き方や進路についての考察及び各教科・科目の履修計画の作成

第４款 ２ 総合的な学習の時間においては，次のようなねらいをもって指導を行うものと

総合的な学習の時 する。

間 (2) 学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主体的，創造的に

， 。取り組む態度を育て 自己の在り方生き方を考えることができるようにすること

３ 各学校においては，上記２に示すねらいを踏まえ，地域や学校の特色，生徒の

特性等に応じ，例えば，次のような学習活動などを行うものとする。

， ， ，イ 生徒が興味・関心 進路等に応じて設定した課題について 知識や技能の深化

総合化を図る学習活動

ウ 自己の在り方生き方や進路について考察する学習活動

５ 総合的な学習の時間の学習活動を行うに当たっては，次の事項に配慮するもの

とする。

(1) 自然体験やボランティア活動，就業体験などの社会体験，観察・実験・実習，

調査・研究，発表や討論，ものづくりや生産活動など体験的な学習，問題解決的

な学習を積極的に取り入れること。

第６款 ４ 職業教育に関して配慮すべき事項

教育課程の編成・ (1) 普通科においては，地域や学校の実態，生徒の特性，進路等を考慮し，必要に

実施に当たって配 応じて，適切な職業に関する各教科・科目の履修の機会の確保について配慮する

慮すべき事項 ものとする。

(3) 学校においては，地域や学校の実態，生徒の特性，進路等を考慮し，就業体験

の機会の確保について配慮するものとする。

(4) 職業に関する各教科・科目については，次の事項に配慮するものとする。

ア 職業に関する各教科・科目については，就業体験をもって実習に替えることが

。 ， ， ，できること この場合 就業体験は その各教科・科目の内容に直接関係があり

かつ，その一部としてあらかじめ計画されるものであることを要すること。

５ 教育課程の実施等に当たって配慮すべき事項

以上のほか，次の事項について配慮するものとする。

(2) 学校の教育活動全体を通じて，個々の生徒の特性等の的確な把握に努め，その

伸長を図ること。また，生徒が適切な各教科・科目や類型を選択し学校やホーム

ルームでの生活によりよく適応するとともに，現在及び将来の生き方を考え行動

する態度や能力を育成することができるよう，ガイダンスの機能の充実を図ること。

， ，(4) 生徒が自己の在り方生き方を考え 主体的に進路を選択することができるよう

学校の教育活動全体を通じ，計画的，組織的な進路指導を行うこと。

第４章 第２ Ａ ホームルーム活動

特別活動 内容 ホームルーム活動においては，学校における生徒の基礎的な生活集団として編

成したホームルームを単位として，ホームルームや学校の生活への適応を図ると

ともに，その充実と向上，生徒が当面する諸課題への対応及び健全な生活態度の

育成に資する活動を行うこと。

(2) 個人及び社会の一員としての在り方生き方，健康や安全に関すること。

ア 青年期の悩みや課題とその解決，自己及び他者の個性の理解と尊重，社会生

活における役割の自覚と自己責任，男女相互の理解と協力，コミュニケーショ

ン能力の育成と人間関係の確立，ボランティア活動の意義の理解，国際理解と

国際交流など。

イ 心身の健康と健全な生活態度や習慣の確立，生命の尊重と安全な生活態度や

習慣の確立など。

(3) 学業生活の充実，将来の生き方と進路の適切な選択決定に関すること。

学ぶことの意義の理解，主体的な学習態度の確立と学校図書館の利用，教科・

科目の適切な選択，進路適性の理解と進路情報の活用，望ましい職業観・勤労観

の確立，主体的な進路の選択決定と将来設計など

Ｃ 学校行事



， ，学校行事においては 全校若しくは学年又はそれらに準ずる集団を単位として

学校生活に秩序と変化を与え，集団への所属感を深め，学校生活の充実と発展に

資する体験的な活動を行うこと。

(5) 勤労生産・奉仕的行事

勤労の尊さや創造することの喜びを体得し，職業観の形成や進路の選択決定な

どに資する体験が得られるようにするとともに，ボランティア活動など社会奉仕

の精神を養う体験が得られるような活動を行うこと。

第３ １ 指導計画の作成に当たっては，次の事項に配慮するものとする。

指導計画の作成と (1) 学校の創意工夫を生かすとともに，学校の実態や生徒の発達段階及び特性等を

内容の取扱い 考慮し，教師の適切な指導の下に，生徒による自主的，実践的な活動が助長され

るようにすること。その際，ボランティア活動や就業体験など勤労にかかわる体

， ，験的な活動の機会をできるだけ取り入れるとともに 家庭や地域の人々との連携

社会教育施設等の活用などを工夫すること。

(2) 生徒指導の機能を十分に生かすとともに，教育相談（進路相談を含む ）につ。

いても，生徒の家庭との連絡を密にし，適切に実施できるようにすること。

(3) 学校生活への適応や人間関係の形成，教科・科目や進路の選択などの指導に当

たっては，ガイダンスの機能を充実するようホームルーム活動等の指導を工夫す

ること。

※ 各教科での記述は省略



１６．キャリア教育の推進に関する総合的調査研究について

平成１４年１０月３０日
初等中等教育局長裁定

１ 趣 旨
近年、新規学校卒業者の就職状況は、産業構造や就業構造の変化、景気の低迷等により

非常に厳しい状況にある。また、無業者やフリーターの増加、就職しても早期に離転職す
る者の増加、職業観・勤労観の希薄化など、若者の就職をめぐって様々な問題が指摘され
ている。
このような状況の下、学校教育において、人間関係形成能力、進路選択能力、意思決定

能力、将来設計能力など社会人・職業人としての基礎的な資質・能力の育成が強く求めら
れていることから、キャリア教育の在り方及びその推進方策等に関し、外部の専門家の協
力を得て、総合的な調査研究を行う。

２ 調査研究事項
（１）児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育の推進方策について
（２）キャリア・アドバイザー活用体制のシステム作りについて
（３）進路指導担当教員等のキャリア・カウンセリング能力の向上方策について

３ 実施方法
（１）別紙の学識経験者等の協力を得て、調査研究を行う。
（２）必要に応じ、別紙以外の者にも協力を求めるほか、関係者の意見等を聴くことがで

きるものとする。

４ 実施期間
平成１４年１０月３０日から平成１６年３月３１日までとする。

５ その他
この調査研究に関する庶務は、初等中等教育局児童生徒課において処理する。



１７．キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議委員

（五十音順）

石 川 利 勝 (社)日本ＰＴＡ全国協議会専務理事

板 橋 孝 志 和歌山県教育委員会県立学校課長

江 森 孝 至 日本労働組合総連合会社会政策局長

大 木 至 山口県教育委員会指導主事

小 野 ヒサ子 渋谷区立常磐松小学校長

尾 原 蓉 子 (財)ファッション産業人材育成機構学長

○鹿 嶋 研之助 千葉商科大学助教授

亀 岡 良 平 (社)全国高等学校ＰＴＡ連合会常務理事

菊 池 武 剋 東北大学教授

玄 田 有 史 東京大学社会科学研究所助教授

菅 谷 正 美 品川区立冨士見台中学校長

鈴 木 正 人 (社)日本経済団体連合会国民生活本部長兼教育問題グループ長

寺 田 盛 紀 名古屋大学教授

中 里 博 孝 渋谷公共職業安定所職業相談第三部門統括職業指導官

中 許 善 弘 ジュニア・アチーブメント本部専任理事

西 田 健次郎 兵庫県教育委員会指導主事

萩 原 信 一 東京都立新宿山吹高等学校長

原 川 耕 治 全国中小企業団体中央会調査部長

◎渡 辺 三枝子 筑波大学教授

綿 貫 道 雄 セントラルスポーツ株式会社常勤顧問

※ ◎…主査、○…副主査

（オブザーバー）
小 島 繁 夫 厚生労働省職業安定局業務指導課長

吉 本 明 子 厚生労働省職業能力開発局基盤整備室長



１８． キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議専門委員

（五十音順）

板 橋 孝 志 和歌山県教育委員会県立学校課長

内 田 雅 顯 東京都立八王子工業高等学校長

鹿 嶋 研之助 千葉商科大学助教授

菊 池 武 剋 東北大学教授

藤 川 喜久男 埼玉県所沢市所沢中学校教頭

渡 辺 三枝子 筑波大学教授



１９．キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議における検討の経緯

年 月 日 内 容 等

平成１４年
１１月１２日 火 第１回会議 自由討議、審議スケジュール大枠の確認（ ）

１２月 ５日 木 第２回会議 ヒアリング及び討議（ ）
（ ）所沢市立所沢中学校教頭 藤川 喜久男 氏 中学校における進路指導の実際

（ ）福岡県立城南高等学校教諭 和田 美千代 氏 高校における進路指導の実際

１２月２０日 金 第３回会議 ヒアリング、行政説明及び討議（ ）
（ ）日本労働研究機構副主任研究員 上西 充子 氏 フリーターの現状について

厚生労働省職業安定局業務指導課

厚生労働省職業能力開発局職業意識啓発推進室

平成１５年
１月２３日 木 第４回会議 ヒアリング、行政説明及び討議（ ）

中許 善弘 委員（ジュニア・アチーブメントの取組を通して）

文部科学省初等中等教育局児童生徒課

２月 ３日 月 第５回会議 ヒアリング及び討議（ ）
筑波大学講師 藤田 晃之 氏（米国等におけるキャリア教育について）

（ ）寺田 盛紀 委員 ドイツ後期中等教育における進路・職業選択指導について

２月２０日 木 第６回会議 論点整理（ ）

３月１１日 火 第７回会議 論点別討議（ ）

３月２７日 木 第８回会議 論点別討議（ ）

５月 ８日 木 第９回会議 中間まとめ骨子（案）についての討議（ ）

５月２９日 木 第10回会議 中間まとめ（素案）についての討議（ ）

６月１２日 木 第11回会議 中間まとめ（素案）についての討議（ ）

７月 ３日 木 第12回会議 中間まとめ（案）についての討議（ ）

７月１０日 木 中間まとめ公表（意見募集の実施：７月11日～31日）（ ）

１１月１３日 木 第13回会議 報告書（案）についての討議（ ）

１１月２７日 木 第14回会議 報告書（案）についての討議（ ）

７月１７日 木 第１回専門委員会 教員研修プログラム（例）についての検討（ ）

８月 ５日 火 第２回専門委員会 教員研修プログラム（例）についての検討（ ）

８月１８日 月 第３回専門委員会 教員研修プログラム（例）についての検討（ ）

９月 １日 月 第４回専門委員会 教員研修プログラム（例）についての検討（ ）

９月１６日 火 第５回専門委員会 教員研修プログラム（例）についての検討（ ）
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